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第１章 計画の策定趣旨 

 

１ 計画策定の背景 

 

わが国の合計特殊出生率1は昭和 42 年以降減尐し続け、平成元年にはそれまでの最低水

準であった 1.58 を下回る 1.57 を記録し、その後も減尐傾向はとどまることなく尐子化は

進行しています。平成 24 年の合計特殊出生率は 1.41 と、平成 23 年の 1.39 より若干上昇

しているものの、人口を維持するのに必要な水準（人口置換水準のことで、わが国ではお

おむね 2.07 程度）を大きく下回っています。 

一方で、核家族化の進展や地域のつながりの希薄化により、祖父母や近隣の住民等から

の子育てに対する支援や協力を得ることが困難な状況が増えつつあります。また、日本経

済は緩やかに回復しつつありますが、企業経営を取り巻く環境は依然として厳しい中、共

働き家庭の増加や長時間労働、非正規雇用の割合の高まりなど、仕事と子育てを両立させ

ることが依然として困難な状況にあります。 

国では、尐子化対策として平成 15 年に制定された「次世代育成支援対策推進法」に基

づき、総合的な取り組みを進めてきましたが、子ども・子育てを取り巻く社会情勢の変化

を受け、新たな支援制度を構築していくため、平成 22 年に「子ども・子育てビジョン」

を閣議決定し、子ども・子育て新システム検討会議の設置を皮切りに、幼保一体化を含む

新たな次世代育成支援のための包括的・一元的なシステムの構築について検討が始まりま

した。平成 24 年には、幼稚園、保育所、認定こども園を通じた共通の新たな給付や、認

定こども園法の改善などが盛り込まれた「子ども・子育て関連３法」が制定されました。 

新たな制度のもとでは、「子どもの最善の利益」が実現される社会をめざすとの考えを

基本に、制度、財源を一元化して新しい仕組みを構築し、子どもの幼児期の学校教育・保

育の一体的な提供、保育の量的拡充、家庭における養育支援等を総合的に推進していくこ

とを目指しています。 

本市は、合併後の平成 22 年度に「久喜市次世代育成支援行動計画（後期計画）」（計画

期間：平成 22 年度から平成 26 年度）を策定し、市民、地域、行政の協働による子育て環

境の整備に取り組んできました。しかし、本市においても尐子化の進行や世帯規模の縮小、

女性の社会進出による低年齢児2保育ニーズの増大など、子ども・子育てを取り巻く環境は

大きく変化しています。 

以上のことを踏まえ、子どもの健やかな育ちと保護者の子育てを社会全体で支援する環

境を整備することを目的に、本計画を策定します。 

 

                                                   
1 合計特殊出生率：一人の女性が一生に産む子どもの平均数。 
2 低年齢児：ここでは 0 歳から 2歳の乳幼児のこと。 
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２ 計画の位置づけ 

 

（１） 子ども・子育て支援法に基づく計画 

 

本計画は、子ども・子育て支援法第 61 条に基づく「市町村子ども・子育て支援事業計

画」として策定するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 次世代育成支援対策推進法に配慮した計画 

 

次世代育成支援行動計画の法的根拠となる「次世代育成支援対策推進法」は平成 27年 3

月までの時限立法でしたが、一般事業主行動計画3の更なる推進という観点から、平成 37

年 3 月まで 10 年間延長することとなりました。これに伴い、同法第 8 条で定める「市町

村行動計画」の法的根拠が存続することとなりますが、策定は任意となります。 

そのため、本市では、可能な限り次世代育成支援行動計画の内容を本計画に引継ぎ、「次

世代育成支援対策推進法」に基づく市町村行動計画の性格を持ち合わせることとします。 

 

（３） 久喜市総合振興計画を上位計画とする市の子ども・子育てに係る総合計画 

 

本計画は、市のまちづくりの基本となる「久喜市総合振興計画」を上位計画として、ほ

かの関連する計画と整合性を持たせた、市の子ども・子育てに係る総合計画として策定し

ます。 

 

  

                                                   
3 一般事業主行動計画：企業が、従業員の仕事と子育ての両立等を図るため、雇用環境、多様な労働条

件の整備などに取り組むための対策及びその実施時期を定める計画。 

子ども・子育て支援法（抄） 

（市町村子ども・子育て支援事業計画） 

第六十一条  市町村は、基本指針に即して、五年を一期とする教育・保育及び地域子

ども・子育て支援事業の提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施

に関する計画（以下「市町村子ども・子育て支援事業計画」という。）を定めるも

のとする。 
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３ 計画の期間 

 

本計画の期間は、平成 27 年度から平成 31 年度までの 5か年を期間とします。 

 ただし、国や埼玉県の行政施策の動向等、社会経済情勢の変化を見極めながら、必要に

応じて計画の見直しを行うこととします。 

 

平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 
          

久喜市次世代育成支援行動計画（後期計画）      

     (仮称)久喜市子ども・子育て支援事業計画 
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第２章 子ども・子育てを取り巻く現状 

 

１ 本市の位置・地勢・沿革 

 

本市は、埼玉県東北部にあり、東京都心まで 50ｋｍ圏に位置しています。そうした地理

的特性を生かして、合併前の 1市 3町は良好な居住空間を有する都市として発展するとと

もに、それぞれの特色を生かしたまちづくりを行ってきました。平成の大合併が進む中、

平成 22年 3 月 23 日、久喜市、菖蒲町、栗橋町、鷲宮町の合併により、人口 157,038 人を

有する新たな久喜市が誕生しました。市の東は幸手市及び茨城県五霞町、南には杉戸町、

宮代町、白岡市及び蓮田市、西は鴻巣市及び桶川市、北は加須市及び茨城県古河市にそれ

ぞれ接しています。 

市内には、南北方向に久喜インターチェンジを擁す東北縦貫自動車道、国道 4 号、122

号が縦断し、東西方向に白岡菖蒲インターチェンジを擁す首都圏中央連絡自動車道及び国

道 125 号が横断しています。また、鉄道は、ＪＲ宇都宮線、東武伊勢崎線、東武日光線が

縦断し、5つの駅を擁しており、広域的な交通利便性に恵まれています。 
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２ 人口と世帯の状況 

 

（１） 総人口および年齢 3 区分別人口の推移 

 

本市の人口は、平成 25 年 1 月 1 日現在、住民基本台帳によると 156,073 人となってい

ます。平成 21年からの 5年間の推移をみると、減尐傾向となっており、5年間で 1,557 人

の減尐となっています。 

また、年齢 3区分別の人口をみると、65 歳以上の高齢者人口は増加しているものの、15

～64 歳の生産年齢人口、15 歳未満の年尐人口は減尐しています。 

 

■総人口および年齢３区分別人口の推移 

 

 

 （単位：人） 

 
平成 21 年 平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 

15 歳未満 19,886 19,497 19,246 18,951 18,769 

15～64 歳 107,694 106,468 105,308 103,793 101,604 

65 歳以上 30,050 31,434 32,264 33,571 35,700 

合計 157,630 157,399 156,818 156,315 156,073 

資料：埼玉県町（丁）字別人口調査（各年 1月 1日現在） 

 

 

  

19,886 19,497 19,246 18,951 18,769
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（２） 世帯数の推移 

 

本市の世帯数は、平成 25 年 1 月 1 日現在、住民基本台帳によると 61,569 世帯となっ

ています。平成 21年からの 5 年間の推移をみると、増加傾向となっており、この 5 年間

で 1,869 世帯の増加となっています。また、世帯数は増加しているものの、総人口が減尐

していることから、一世帯当たりの世帯員数は減尐しています。 

 

■世帯数と一世帯当たり世帯員数の推移 

 

 

（単位：世帯、人） 

 
平成 21 年 平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 

世帯数 59,700 60,366 60,810  61,388  61,569 

一世帯当たり世帯員数 2.64 2.61 2.58 2.55 2.53 

資料：埼玉県町（丁）字別人口調査（各年 1月 1日現在） 
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0

20,000

40,000

60,000

80,000

平成21年 22 23 24 25

人世帯

世帯数 一世帯当たり人員１世帯当たり世帯員数 

（世帯） （人） 

平成 21年     平成 22年     平成 23年     平成 24年      平成 25年 



7 

 

（３） 世帯類型等の推移 

 

本市の世帯類型による世帯数の推移については、単独世帯、核家族世帯、その他の世帯

は増加傾向となっています。一方、三世代世帯は減尐傾向となっています。 

また、核家族世帯の内訳をみると、夫婦と子どもから成る世帯が減尐し、夫婦のみの世

帯やひとり親と子どもから成る世帯が大きく増加しています。 

さらに、18 歳未満の親族のいる世帯については、減尐傾向となっています。 

 

 

■世帯類型別の構成比の推移 

 

 

■世帯類型の推移（一般世帯） 

                                     （単位：世帯） 

 
平成 2年 平成 7年 平成 12年 平成 17年 平成 22年 

単独世帯 4,850 6,661 8,250 10,245 12,645 

核家族世帯 28,577 32,418 34,859 36,596 38,051 

 

夫婦のみの世帯 4,699 6,637 8,691 10,446 12,157 

夫婦と子どもから成る世帯 21,333 22,597 22,233 21,490 20,735 

ひとり親と子どもから成る世帯 2,545 3,184 3,935 4,660 5,159 

三世代世帯 5,578 5,502 4,874 4,261 3,421 

その他の世帯 1,685 1,961 2,386 2,676 3,053 

資料：国勢調査 
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■18歳未満の親族のいる世帯数の推移

 

 

（単位：世帯） 

 平成 2年 平成 7年 平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 

18 歳未満親族のいる世帯数 20,946 19,270 17,126 15,372 14,076 

資料：国勢調査 
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３ 就業の状況 

 

（１） 女性の就業状況 

 

本市の女性の就業状況をみると、全体的には、平成 2 年から平成 17 年までは増加傾向

となっているものの、平成 22 年では減尐に転じています。5 歳階級別にみると、35～44

歳、60 歳以上の就業者数が増加しています。 

本市の 20～39 歳までの女性の就業率の推移をみると、平成 12 年と平成 22 年を比較し

て、20～24 歳は 3.7 ポイント減尐しているものの、25～29 歳で 6.4 ポイント、30～34 歳

で 11.5 ポイント、35～39 歳で 9.5 ポイント増加しています。 

また、女性の年齢別労働力人口割合をみると 30歳から 34歳の労働人口割合は下がる傾

向にありますが、平成 22 年度の調査では、減尐の幅が小さくなっており、女性就労特有

のＭ字カーブは緩やかになっています。 

 

■女性の就業者数の推移 

                                       （単位：人） 

 
平成 2年 平成 7年 平成 12年 平成 17年 平成 22年 

15～19歳 910 652 592 618 531 

20～24歳 3,327 4,210 3,443 3,024 2,494 

25～29歳 2,209 2,767 3,705 3,181 3,008 

30～34歳 1,696 1,871 2,184 2,984 2,753 

35～39歳 2,894 2,298 2,340 2,707 3,173 

40～44歳 4,244 3,769 3,030 3,006 3,137 

45～49歳 3,365 4,637 4,154 3,451 3,332 

50～54歳 2,371 3,304 4,486 3,970 3,302 

55～59歳 1,476 2,082 2,733 3,898 3,518 

60～64歳 985 1,146 1,355 1,802 2,872 

65歳以上 980 1,352 1,579 1,836 2,237 

合計 24,457 28,088 29,601 30,477 30,357 

資料：国勢調査 
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■女性の 5歳階級別就業率の推移 

 

資料：国勢調査 

 

■女性の年齢別労働力人口割合 

 
資料：国勢調査 
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４ 出生の状況 

 

（１） 出生数の推移 

 

本市の出生数の推移は、平成 12 年以降、増減を繰り返しながらも緩やかに減尐の傾向

をたどっており、平成 24 年で 1,027 人となっています。 

また、母親の年齢別出生数の推移をみると、29 歳以下の年齢における出生数が減尐して

おり、30 歳以上の年齢における出生数が増加しています。出生年齢の高齢化が見られます。 

 

■母親の年齢別出生数の推移 

 
 

（単位：人） 

 
平成 12 年 平成 13 年 平成 14 年 平成 15 年 平成 16 年 平成 17 年 平成 18 年 平成 19 年 平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 

15～19 歳 17 26 28 27 25 19 19 15 18 14 8 12 12 

20～24 歳 183 155 144 157 135 144 150 139 121 128 101 105 83 

25～29 歳 490 468 441 400 392 350 324 343 289 310 277 314 289 

30～34 歳 410 395 399 413 411 413 429 452 446 417 336 365 387 

35～39 歳 158 151 135 149 141 152 171 171 200 218 212 219 226 

40 歳代 23 19 19 24 22 21 22 27 31 24 29 27 30 

合計 1,281 1,214 1,166 1,170 1,126 1,099 1,115 1,147 1,105 1,111 963 1,042 1,027 

資料：埼玉県保健統計年報 
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（２） 合計特殊出生率の推移 

 

本市の合計特殊出生率の推移は、平成 25 年で 1.11 となっており、埼玉県の数値を下回

っています。 

 

■合計特殊出生率の推移 

 

 

 
平成 18 年 平成 19 年 平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 

久喜市     1.19 1.09 1.09 1.11 

久喜地区 1.00 1.11 1.01 1.05     

栗橋地区 1.09  1.27  1.21 1.03      

菖蒲地区 0.86  0.84  0.93 0.98      

鷲宮地区 1.32  1.11  1.23 1.32      

埼玉県 1.24 1.26 1.28 1.28 1.32 1.28 1.29 1.33 

資料：埼玉県保健統計年報 
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５ 児童数の状況と見込み 

 

（１） 児童数の推移 

 

本市の 18 歳未満の児童数は、平成 25 年 1 月 1 日現在で 23,088 人となっています。こ

のうち、0～5歳の就学前児童数は 7,026 人、6～11 歳の小学生児童数は 7,642 人、12～14

歳の中学生児童数は 4,101 人、15～17 歳の児童数は 4,319 人となっています。 

平成 21 年から 25 年までの 5 年間の推移をみると、減尐傾向となっており、特に 15～17

歳の減尐率（11.1％）が高くなっています。 

 

■児童数の推移 

 
 

（単位：人） 

 
平成 21 年 平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 

0～2歳 3,603 3,548 3,498 3,388 3,369 

3～5歳 3,667 3,616 3,629 3,706 3,657 

6～11 歳（小学生） 8,089 8,048 7,879 7,791 7,642 

12～14 歳（中学生） 4,527 4,285 4,240 4,066 4,101 

15～17 歳 4,856 4,781 4,592 4,536 4,319 

合計 24,742 24,278 23,838 23,487 23,088 

資料：埼玉県町（丁）字別人口調査（各年 1月 1日現在） 
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（２） 児童数の見込み 

 

本計画の対象となる児童の見込みについては、平成 21 年から平成 25 年までの住民基本

台帳人口データ（旧行政区別、各年 1月 1日現在、外国人データ含む）を用いて、計画の

最終年度である平成 31年まで推計を行いました。 

0歳から 18歳の児童数は、いずれの年齢も減尐することが予測され、平成 27年の 22,388

人から平成 31 年には 21,062 人と、1,326 人の減尐が見込まれます。 

なお、児童数の見込みの算出にあたっては、コーホート変化率法4により実施しています。 

 

 

■児童数の見込み 

 
 

（単位：人） 

 
平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 平成 31 年 

0～2歳 3,191 3,070 2,980 2,899 2,824 

3～5歳 3,539 3,498 3,412 3,317 3,197 

6～11 歳（小学生） 7,542 7,450 7,443 7,426 7,360 

12～14 歳（中学生） 4,035 3,961 3,851 3,767 3,702 

15～17 歳 4,081 4,117 4,076 4,053 3,979 

合計 22,388 22,096 21,762 21,462 21,062 

 

  

                                                   
4 コーホート変化率法：各コーホート（同じ期間に生まれた集団）について、過去における実績人口の

動勢から「変化率」を求め、それに基づき将来人口を推計する方法。 
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６ アンケート調査結果の概要 

 

① 調査の目的 

本調査は、平成 26年度に「（仮称）久喜市子ども・子育て支援事業計画」を策定するに

あたっての基礎資料を得るため、子育てをしている家庭の子ども・子育てに関する生活実

態、教育・保育事業や地域子ども・子育て支援事業などの利用状況や利用意向、その他子

育て施策全般に係るご意見、ご要望を把握することを目的として実施しました。 

 

②実施概要 

◇調査地域： 久喜市全域 

◇調査対象者： ①就学前児童のいる保護者 3,000 件 

②小学 1・2年生の児童のいる保護者 1,000 件 

 ※ともに平成 25 年 9月１日時点の住民基本台帳より無作為抽出 

◇調査期間： 平成 25年 9 月 28 日～10 月 14 日 

◇調査方法： 郵送配布・郵送回収（督促状発送 1回） 

 

③回収結果 

（単位：件） 

調査種類 配布件数 回収件数 回収率 

①就学前児童 3,000 1,765 58.8% 

②小学生児童 1,000 616 61.6% 

合計 4,000 2,381 59.5% 

 

④アンケート調査結果の概要を見るにあたっての注意点 

１ 図表中の「ｎ」とは、その設問の回答者数を表しています。  

２ 調査結果の比率は、その設問の回答者数を基数として、小数点第2位を四捨五入して

小数点第1位までを示しています。そのため、その合計値が100.0%にならない場合があ

ります。  

３ 複数回答の設問の場合、回答比率の合計は100%を超える場合があります。  

４ 図表中「無回答」とあるものは、回答が示されていない、又は回答の判別が困難な

ものです。 
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◇子育てを主に担っている方 

「父母ともに」と「主に母親」が半々 

子育てを主に担っている方は、就学前児童・小学生児童ともに「父母ともに」と「主に母

親」が約 5 割で二分する結果となっています。「父母ともに」が 5割近くありますが、「主に

母親」も 5 割近くで、母親に子育ての負担がかかっていることがうかがえることから、母親

の子育て支援と父親の子育て参加を促進することが必要です。 
 

■子育てを主に担う方 

 

 

◇日ごろ、子どもをみてもらえる親族・知人等の存在 

「いずれもいない」が約 1割 

子どもをみてもらえる親族・知人等の有無については、就学前児童・小学生児童ともに「緊

急時もしくは用事の際には祖父母等の親族にみてもらえる」が約 6 割で最も高く、「日常的

に祖父母等の親族にみてもらえる」も約 3割と高くなっています。 

しかし、「いずれもいない」が就学前児童・小学生児童ともに約１割となっており、潜在

的に支援を要する家庭と考えられることから、そうした家庭の発見とアウトリーチ5による

支援が必要です。 
 

■子育てを主に担う方 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
5 アウトリーチ：支援が必要な人に、積極的に訪問するなど、地域に出向いて手を差し伸べること。  
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◇子育てに関する必要な情報 

「保健・医療サービス」、「遊び場」、「幼稚園・保育所」、「小学校」が高い 

子育てに関する必要な情報では、就学前児童・小学生児童ともに「小児医療や休日・夜間

の診療」が 6 割以上で最も高くなっています。また、「遊び場」も就学前児童で約 6 割、小

学生児童で約 4 割と高くなっています。さらに、就学前児童では「幼稚園・保育所」、小学

生児童では「小学校」が約 5割で、自分の子どもが通う教育・保育施設の項目が高くなって

います。そのため、子ども全般に係る情報の提供を充実させることのほか、ライフステージ

に応じた情報提供の方法を検討する必要があります。 
 

■子育てに関する必要な情報（いずれかの調査で 20%以上回答があった項目抜粋） 
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パート・アルバイト等で就労しているが、
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◇保護者の就労状況 

父親は「フルタイムで就労」が約 9割 

就学前児童の母親は 5割が「未就労」、ただし、そのうち約 7割は就労意向あり 

保護者の就労状況では、父親は「フルタイムで就労」が約 9割となっています。就学前児

童の母親は、5割が「就労していない」と回答しています。ただし、そのうちの約７割は就

労意向を持っており、7割の内訳としては、「すぐに就労したい」が約 2割、「一番下の子ど

もが一定の年齢になったら就労したい」が 5割となっています。 

現在家事や子育てに専念していると考えられる無職の母親の多数が就労意向を持ってい

ることは、今後の保育ニーズが高まることが予想されるため、そうした母親のニーズに対応

することが求められます。 

■保護者の就労状況（就学前児童） 

 

■保護者の就労状況（小学生児童） 
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■現在就労していない保護者の今後の就労意向【就学前児童】 

 

 

◇就労している保護者の就労時間 

父親は「9時間以上」が約 7割 

就労している保護者の１日あたりの就労時間は、就学前児童・小学生児童ともに父親は「9

時間以上」が約７割となっています。一方、母親は「4 時間以下」から「8 時間」の間で回

答は分布しており、多様な働き方がうかがえます。 

父親は「9時間以上」が多数で、長時間労働がうかがえます。主に子育てを担う方が母親

に偏っていることにも影響があると考えられることから、父親のワークライフバランスの実

現が課題といえます。 
 

■保護者の就労時間（左：就学前児童、右：小学生児童） 
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1.2

0 20 40 60 80

4時間以下

5時間

6時間

7時間

8時間

9時間以上

無回答

%

父親（ｎ=532）
母親（ｎ=407）
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◇教育・保育事業を利用する理由（就学前児童） 

「教育や発達のため」が約 7割、「親が就労している」が約 4割 

教育・保育事業を利用している理由では、「教育や発達のため」が約 7 割で利用目的の大

半となっています。次いで多いのが「子育てをしている方が現在就労している」で約 4割と

なっています。 

保護者は教育・保育事業を利用するにあたっては、子どもの教育や発達を期待しており、

教育・保育施設として、そうした期待に応えるため、質の高い教育・保育事業を提供するこ

とが求められています。 

■教育・保育事業を利用する理由（上位 3 項目抜粋） 

 

◇今後利用したい教育・保育事業（就学前児童） 

「幼稚園」が約 6割、「保育所」と「幼稚園預かり保育」が約 3 割 

今後利用したい教育・保育事業は、「幼稚園」が約 6 割で最も高く、次いで「保育所」と

「幼稚園の預かり保育」がそれぞれ約 3割となっています。 

「幼稚園」と「保育所」は現在の利用割合と変化はあまりないものの、「幼稚園の預かり

保育」の割合が高くなっており、幼稚園の保育時間の延長に対するニーズの高さがうかがえ

ます。 

■今後利用したい教育・保育事業（上位 5 項目抜粋） 

 

 

  

68.0

42.9

2.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80

子どもの教育や発達のため

子育てをしている方が現在就労している

子育てをしている方が就労予定である／

求職中である

%

就学前児童（n=1,167）

61.9

32.0

29.3

18.8

7.3

0 10 20 30 40 50 60 70

幼稚園

認可保育所

幼稚園の預かり保育

認定こども園

ファミリーサポートセンター

%

就学前児童（n=1,765）
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◇地域子育て支援拠点事業の利用状況、利用意向（就学前児童） 

「利用していない」が約 7割、「利用していないが今後利用したい」が約 3割 

地域子育て支援拠点事業の利用状況は、「子育て支援センター、児童館、児童センター」

が 25.5%となっていますが、「利用していない」が約 7割となっています。 

しかし、今後の利用意向では、「利用していないが、今後利用したい」が約 3 割と潜在的

なニーズは高いといえます。 
 

■利用している地域子育て支援拠点事業 

 
■地域子育て支援拠点事業の今後の利用意向 

 

25.5

3.3

69.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80

子育て支援センター、児童館、児童センター

つどいの広場

利用していない

%

就学前児童（n=1,765）

28.2

13.3

52.1

0 10 20 30 40 50 60

利用していないが、今後利用したい

すでに利用しているが、今後利用日数を増やし

たい

新たに利用したり、利用日数を増やしたいとは

思わない

%

就学前児童（n=1,765）
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◇一時預かりの利用状況・利用意向 

利用状況は、就学前児童で約 8割、小学生児童で約 9割が「利用していない」 

利用意向は、就学前児童で約 4割、小学生児童で約 2割が「利用したい」 

一時預かりの利用状況は、就学前児童・小学生児童ともに「利用していない」が多数とな

っており、「一時預かり」の利用は 5％未満となっています。 

しかし、今後の利用意向では、就学前児童で約 4割、小学生児童で約 2割と、特に就学前

児童においてニーズが高くなっています。 

また、利用したい目的として、就学前児童・小学生児童ともに「冠婚葬祭、学校行事、子

どもや親の通院等」が 6割強で最も高くなっていますが、就学前児童では「私用、リフレッ

シュ目的」も 6割を超える回答があり、就学前児童の保護者のリフレッシュ対策の必要性が

うかがえます。 
 

■一時預かりの利用状況 

 

■一時預かりの利用意向 

 
 

  

3.5

12.9

0.6

0.2

0.2

0.8

79.8

1.9

0.6

0.0

0.2

1.1

91.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

一時預かり

幼稚園の預かり保育

ファミリーサポートセンター

夜間養護等事業：トワイライトステイ

ベビーシッター

その他

利用していない

%

就学前児童（n=1,765） 小学生児童（n=616）

40.1

55.0

5.0

19.6

74.5

5.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80

利用したい

利用する必要はない

無回答

%

就学前児童（n=1,765） 小学生児童（n=616）
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■一時預かりの利用目的 

 

 

◇育児休業の取得状況（就学前児童） 

父親は 2.6％、母親は 25.1％の取得状況 

また、父親は「取得していない」が約 9割、母親は「働いていなかった」が約 6割 

育児休業の取得状況は、父親が 2.6％、母親は 25.1％と開きが出ています。また、母親は

子どもが生まれたとき、「働いていなかった」が約 6 割で多くなっており、育児休業を取得

せず、妊娠・出産を期に仕事を辞めていることがうかがえます。 

保護者が、仕事と子育ての両立を実現できるよう、企業側の理解を深め、育児期間中は柔

軟な働き方ができる環境を整備することが課題です。 
 

■育児休業取得状況 

 

 

 

 

 

 

 

  

61.5

63.9

23.9

4.8

33.9

63.6

24.0

7.4

0 10 20 30 40 50 60 70

私用（買物、子ども（兄弟姉妹を含む）

や親の習い事等）、リフレッシュ目的

冠婚葬祭、学校行事、子ども

（兄弟姉妹を含む）や親の通院 等

不定期の就労

その他

%

就学前児童（n=707） 小学生児童（n=121）

1.4

2.6

86.9

9.1

58.4

25.1

13.5

3.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

働いていなかった

取得した（取得中である）

取得していない

無回答

%

父親（ｎ=1,765） 母親（ｎ=1,765）
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33.1

57.5

38.9

29.0

25.5

47.0

21.6

15.1

59.9

36.7

17.9

18.7

50.3

36.4

0 10 20 30 40 50 60 70

母子保健サービス（乳幼児健診や予防接種

など）の充実

小児医療や救急医療体制の整備

子育て家庭に対する経済的支援の充実

保育所・学童保育所の整備

就労形態の多様化や通勤時間の長時間化等

に対応した保育サービスの充実

子どもの遊び場（公園や児童館など）の整備

子どもを対象にした犯罪・事故の軽減対策の推進

%

就学前児童（n=1,765） 小学生児童（n=616）

◇久喜市の子育て環境を良くしていくために充実すべきもの 

「小児医療や救急医療体制」と「子どもの遊び場」 

久喜市の子育て環境を良くしていくために充実すべきものでは、就学前児童・小学生児童

ともに「小児医療や救急体制の整備」と「子どもの遊び場の整備」の 2 つへの回答が高くな

っており、この項目は、「子育てに関する必要な情報」の結果とも符合しています。 

さらに、今後利用したい意向がある事業として、「埼玉県小児救急電話相談（＃8000）」や

「子育て支援センター・児童館・児童センター」に 7 割以上、「保育所や幼稚園の園庭等の

開放」に 6割以上の回答があることからも、小児医療及び遊び場などの親子が集える居場所

の充実に対するニーズが高いことがうかがえます。 
 

■久喜市の子育て環境を良くしていくために充実すべきもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■今後利用したい事業（就学前児童） 

 

 

 

 

  

74.4

70.5

63.3

63.1

59.3

13.2

17.1

24.9

23.9

26.2

12.4

12.4

11.7

13.0

14.4

0 20 40 60 80 100

埼玉県小児救急電話相談（＃８０００）

子育て支援センター・児童館・児童センター

保育所や幼稚園の園庭等の開放

子育てガイドブック

保健センターの情報・相談サービス

%（ｎ=1,765）

はい いいえ 無回答
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７ 教育・保育事業の状況 

 

（１） 認可保育所入所児童数の推移 

 

本市の認可保育所への入所児童数をみると、市外の入所児童数は 100 人前後で大きな変

動はありませんが、市内の入所児童数は年々増加しています。全体の入所児童数をみると、

平成 25 年は 1,650 人となっています。 

年齢別の入所児童数をみると、すべての年齢で増加していますが、特に 0歳児、1・2歳

児の増加割合が高くなっています。 

 

 

■認可保育所の入所児童数 

 

 

（単位：人） 

 平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 

久喜市内 1,384 1,418 1,522 1,560 

久喜市外 94 84 104 90 

合計 1,478 1,502 1,626 1,650 

資料：久喜市（各年 4月１日現在） 

  

1,384 1,418 1,522 1,560

94 84
104 90

1,478 1,502
1,626 1,650

0

500

1,000

1,500

2,000

平成22 23 24 25年

人

管内 管外

平成 22年            平成 23年            平成 24年            平成 25年 

（人） 

久喜市内 久喜市外 
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■年齢別の認可保育所の入所児童数 

 

 

（単位：人） 

 平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 

0 歳 62 67 79 83 

1・2歳 471 500 551 574 

3～5歳 945 935 996 993 

合計 1,478 1,502 1,626 1,650 

資料：久喜市（各年 4月 1日現在） 

  

62 67 79 83

471 500 551 574

945 935
996 993

1,478 1,502
1,626 1,650

0

500

1,000

1,500

2,000

平成22 23 24 25年

人

０歳 １・２歳 ３～５歳

平成 22年           平成 23年         平成 24年         平成 25年 

（人） 
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（２） 認可外保育施設利用者数の推移 

 

本市の認可外保育施設の利用者数をみると、平成 25 年現在で 83 人となっており、減尐

傾向にあります。 

 

■認可外保育施設の定員数と利用者数 

 

 

（単位：人） 

 
平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 

定員数 166 263 209 226 

利用者数 112 146 97 83 

資料：久喜市（各年 4月 1日現在） 

 

  

166

263
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226

112
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100
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（３） 市立幼稚園在園者数の推移 

 

本市の市立幼稚園の在園者数をみると、全体ではほぼ横ばいでの推移となっています。

年齢別にみると、平成 25年 5月１日現在の 4歳と 5歳の在園者数は同数となっています。 

 

■市立幼稚園の在園者数 

 

 

（単位：人） 

 
平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 

定員数 330 318 318 318 

在園者数 

4 歳 120 100 99 109 

5 歳 104 121 102 109 

合計 224 221 201 218 

 資料：埼玉県学校基本調査（各年 5月 1日現在） 

  

120 100 100 109

104
121 102

109

224 221
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218
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（４） 私立幼稚園在園者数の推移 

 

本市の私立幼稚園の在園者数をみると、毎年約 2,100 人ほどでほぼ横ばいの推移となっ

ています。 

 

■私立幼稚園の定員数と在園者数 

 

 

（単位：人） 

 
平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 

定員数 3,415 3,405 3,405 3,300 

在園者数 2,052 2,112 2,051 2,071 

 資料：埼玉県学校基本調査（各年 5月 1日現在） 

  

3,415 3,405 3,405 3,300
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4,000
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（５） 小学校児童数の推移 

 

本市の小学校児童数の推移をみると、年々減尐しており、平成 25 年で 7,509 人となっ

ています。 
 

■小学校児童数の推移 

 

 

（単位：人） 

 
平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 

小学校児童数 7,901 7,740 7,681 7,509 

資料：埼玉県学校基本調査（各年 5月 1日現在） 
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（６） 放課後児童クラブ利用者数の推移 

 

本市の放課後児童クラブ利用者数の推移をみると、低学年、高学年ともに増加しており、

平成 25 年度で 969 人となっています。 

 

 

■放課後児童クラブ利用者数の推移 

 

 

（単位：人） 

 
平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 

低学年（1～3年生） 662 668 663 728 

高学年（4～6年生） 141 139 198 241 

合計 803 807 861 969 

資料：久喜市（各年 4月 1日現在） 
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（７） 中学校生徒数の推移 

 

本市の中学校生徒数の推移をみると、年々減尐しており、平成 25 年で 3,829 人となっ

ています。 

 

■中学校生徒数の推移 

 

 

（単位：人） 

 
平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 

中学校生徒数 4,029 4,004 3,837 3,829 

資料：埼玉県学校基本調査（各年 5月 1日現在） 
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8 次世代育成支援行動計画（後期計画）の取り組み状況 

本市では、子どもを生み育てやすい環境づくりを地域社会全体で取り組み実施していくた

め、「次世代育成支援対策推進法」に基づく「久喜市次世代育成支援行動計画（後期計画）」

（計画期間：平成 22 年度から平成 26 年度）を策定し、子育て支援の各種施策を推進してま

いりました。 

項 目 
行動計画策定時 

（平成 21 年度）※ 

直近値 

（平成 25 年度） 

目標事業量 

（平成 26 年度） 
達成状況 

① 通常保育事業（認可保育所） 
人 数 1,574 人 1,731 人 1,755 人 98.6% 

か所数 17 か所 20 か所 17 か所 117.6% 

② 特定保育事業 
人 数 ― ― 10 人 ― 

か所数 ― ― 1 か所 ― 

③ 延長保育事業 
人 数 55 人 198 人 134 人 147.8% 

か所数 11 か所 16 か所 12 か所 133.3% 

④ 夜間保育事業 
人 数 ― ― ― ― 

か所数 ― ― ― ― 

⑤ トワイライトステイ事業 
人 数 ― ― ― ― 

か所数 ― ― ― ― 

⑥ 休日保育事業 
人 数 2 人 3 人 20 人 15.0% 

か所数 2 か所 2 か所 2 か所 100.0％ 

⑦ 病児・病後児保育事業 
人 数 1 人 1 人 9 人 11.1% 

か所数 1 か所 1 か所 2 か所 50.0％ 

⑧ 放課後児童健全育成事業 
 （放課後児童クラブ） 

人 数 725 人 818 人 964 人 84.9％ 

か所数 21 か所 22 か所 22 か所 100.0％ 

⑨ 地域子育て支援拠点事業 か所数 9 か所 14 か所 13 か所 107.7% 

⑩ 一時預かり事業 
人 数 14 人 20 人 84 人 23.8％ 

か所数 6 か所 8 か所 9 か所 88.8％ 

⑪ ショートステイ事業 か所数 1 か所 2 か所 １か所 200.0％ 

⑫ ファミリー・サポート・セ
ンター事業 

か所数 2 か所 4 か所 4 か所 100.0％ 

※1 市 3町 
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９ 本市の子ども・子育てをめぐる課題 

 

課題１ 質の高い教育・保育と地域の子ども・子育て支援事業の充実 

保護者の就労や家族の状況、その他の事情に関わらず全ての方が、希望する教育・保育

施設を利用できるよう施設の充実を図ることが求められます。 

このことから、教育・保育施設の量的な拡充や、教育・保育施設の良いところを一つに

した、認定こども園の普及を図るとともに、教育・保育の質的な向上を進める必要があり

ます。 

また、地域における人間関係の希薄化や、家族や地域での子育て力が低下していると言

われています。そのため、気軽に親子の交流や相談が出来る場所、急な用事のときなど、

子育て家庭の多様なニーズに合わせて子育てを支援する体制の整備が求められています。 

このことから、全ての子育て家庭が子育てに対する安心感や充実感を得られるような地

域子ども・子育て支援事業の充実を図る必要があります。 

 

課題２ 子どもが主役の環境の整備 

子ども同士が成長に合わせ自ら主体的に社会性を身につけるため、子どもの体験的活動

の促進を図るとともに、思春期における心身の急速な成長と生活習慣の乱れなど不安定な

状態に対し、正確な知識の普及や子どもの悩み相談を直接受ける体制の充実を図ることが

必要です。 

子どもには子どもの人権があり、次代の社会の担い手でもあることから、次代の親の育

成、幼児教育・学校教育、家庭教育の充実など、子どもの健全な教育環境の充実を図ると

ともに、全ての子どもが健やかに育つことができるよう、障がいのある子どもや、ひとり

親家庭の子ども、経済的に困難な家庭の子どものほか、虐待を受けている子どもなど、個

別に配慮を必要とする子どもとその家庭に対し、福祉関係者のみならず、保健、医療、教

育等の地域における関係機関が連携して支援する必要があります。 

 

課題３ 保護者の子育てを支援する環境の整備 

尐子高齢化や核家族化の進行、地域社会の変化に伴い、身近に相談相手がいないなど、

出産や子育てに不安を覚える家庭が尐なくありません。全ての方が妊娠・出産・子育てに

対する不安を抱え込むことがないように、妊娠期から切れ目なく支援していく必要があり

ます。 

さらに、職場や社会のストレスの影響、アレルギー問題、感染症など、母子を取り巻く

社会には健康面で様々な不安があります。母子の健康診査、食育の充実など、母子の健康

の確保を図る必要があります。 

また、子どもが安心して成長するためには、親が働きながら子育てできる社会環境を確

立させることが重要です。共働き世帯の増加や就労形態の多様化に伴う、教育・保育ニー

ズへの対応が求められているとともに、小学校入学を期に仕事と子育ての両立が困難にな

ることのないよう、放課後児童クラブの充実などが必要です。 
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課題４ 社会全体で子育てを支援する環境の整備 

子育て支援に取り組む団体や機関、行政などが、それぞれの取り組みを有機的に結びネ

ットワーク化することで、活動をより効果的なものとし、地域全体の子育て支援機能を高

め、子育てしやすいまちづくりを推進することが必要です。 

子育ての第一義的な責任は父母その他の保護者が有していますが、次代の社会を担う子

どもを健やかに育むことは、地域や社会全体で取り組むべき課題であります。 

このため、地域住民による子育て活動の支援、地域住民による子どもや子育て家庭の見

守りなど、地域住民が積極的に子育てに係わり、子育て家庭が地域で安心して暮らせるよ

うな子育てしやすいまちづくりが必要です。また、地域全体で子育てする意識の醸成、子

育てボランティア・子育て支援団体の育成など、地域が一体となって子育てを支援する体

制づくりを推進する必要があります。 

 

課題５ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進 

アンケート調査によると、依然として父親の育児休業が進まないことや、短時間勤務制

度を取りにくい状況であることなどが見受けられます。 

ワーク・ライフ・バランスの考え方が浸透しているとは言い難く、今後も男女共同参画

の意識の醸成や育児休業などの制度が利用しやすい子育てに配慮した職場環境づくりを進

めることが必要です。 

 

課題６ 子どもの安全・安心を見守る環境の整備 

子どもが交通事故や犯罪等に巻き込まれたりするなど、子どもを取り巻く社会環境に不

安を抱く保護者も多くいることから、子どもを安心して生み、育てることができるような

安全なまちにすることが必要です。 

このことから、交通安全、犯罪等の被害に遭わないように子ども自身の意識を高めると

ともに地域が一体となって犯罪の起こりにくい環境づくりを図る必要があります。 

また、安全な住まいの確保は子育ての基本であり、バリアフリー設備の整った住宅など、

子育てに配慮した住環境の確保を図る必要があります。 

さらに、子どもや子どもを連れた保護者が安全に安心して外出するためには、道路・公

園、公共建築物のバリアフリー化など安全性を確保していくことが重要となることから、

子どもや子どもを連れた保護者に配慮した都市空間の形成を推進していく必要があります。 
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第３章 計画の基本理念及び施策の展開 

 

１ 計画の基本理念 

 

子どもは社会の希望であり、未来をつくる力です。尐子高齢社会にあって、久喜市の未

来を担う子どもの、しあわせで健やかな育ちと子育てを支えることは、社会全体で取り組

む重要な課題であり、安心して子どもを生み育てることができるように、子育て家庭を社

会全体で支えるまちづくりは、市民全ての願いです。 

久喜市の子ども・子育て支援策は、父母その他の保護者が子育てについての第一義的責

任を有するという基本的認識の下に、家庭・企業・地域において、子育ての意義について

の理解が深められ、かつ、子育て家庭や地域が子育てに伴う喜びを享受することにより、

久喜市に「住んでよかった」「住みつづけたい」「住んでみたい」と実感できるように配慮

して推進します。 

また、久喜市では引き続き、子ども一人ひとりの人権が最大限尊重されるように配慮し、

次代を担うすべての子どもたちが健やかに成長し、子ども自身が持っている育つ力や個性

を最大限に発揮し、大きな夢を描き飛躍することができるような環境づくりを目指します。 

さらに、保護者が子どもを育てることの喜びを実感できるとともに、社会すべての構成

員が子ども・子育て支援の重要性に対する関心や理解を深め、子どもや子育て中の家庭を

見守り、手を差し伸べることができる社会を築くために「子育てをみんなで支え、すべて

の子どもが健やかに成長できるまちづくり」を基本理念としてこの計画を推進していきま

す。 

 

 

◇基本理念 

 

～ 子育てをみんなで支え、すべての子どもが 

健やかに成長できるまちづくり ～ 
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２ 計画の基本方針 

 

基本理念に基づき、次の３つを基本方針として設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本方針１ 

すべての子どもの健やかな 

成長を実現するために 

すべての子どもの個性を尊重

し、健やかに成長することので

きる環境づくりを進めます。 

基本方針２ 

保護者が喜びを感じながら 

子育てができるために 

 

保護者が、保護者としての自

覚と責任を持ちながら、楽しん

で子育てができる体制づくりを

進めます。 

 

基本方針３ 

社会全体で子育て家庭を 

支えるために 

 

子どもや子育て中の保護者

が、周囲からの支援を受けなが

ら安心して暮らせるための環境

づくりを進めます。 
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３ 計画の基本目標 

 

基本目標１ 教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の充実 

 

子育ての第一義的な責任は家庭にあることを前提として、さまざまな家庭の状況に応

じたニーズに対応できる教育・保育事業等の提供体制の充実を図るとともに、適切な情

報提供や利用者支援を行うことにより、本当に支援を必要とする家庭が利用しやすい環

境づくりを推進します。 

また、子育て家庭の孤立化が生じないよう、気軽に相談できる場の確保や、身近な地

域における交流の場の充実、地域と子ども、家庭との関係づくりを図るなど、子育て家

庭を地域全体で支えていくことができる体制づくりを推進します。 

 

基本目標２ 子どもが主役の環境づくり 

 

次代の担い手である子どもが豊かな個性と感性を育み、かつ、調和のとれた人間とし

て成長するために、心身の教育・人権の尊重を土台とし、探求心や学習意欲を向上させ

るため、教育の質を高めるとともに、地域に開かれた学校づくりに取り組み、学校教育

の充実を図ります。 

また、ひとり親家庭等の自立に向けた支援、各種在宅福祉サービスの充実による障が

いのある子どもと家庭への支援、児童虐待の防止など、支援を必要とする家庭を支える

取り組みを推進するとともに、子育てにかかる経済的な負担の軽減など、育てやすい環

境づくりを推進します。 

 

基本目標３ 保護者の子育てを支援する環境づくり 

 

子育てに関する不安や負担を感じている家庭、支援を必要としている家庭に対し、子

どもを地域の宝として捉え、地域全体で子育てを支援していくことができる地域づくり

を行うため、地域における相談や交流の場づくり、支えあいの関係づくりを推進します。 

また、子どもの健やかな成長を支援するため、親子の健康に関する相談や健康診査・

保健指導、医療体制の充実を図るとともに、食についての自己管理能力を養う食育の推

進など、親子の健康の確保と増進に努めます。 

さらに、次代の親を育成する観点から、子どもを産み育てることの意義、子どもや家

庭をもつことの重要性について理解を深めるため、家庭教育に関する情報提供や、相談、

学習機会や世代間交流の機会の確保を図ります。 
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基本目標４ 社会全体で子育てを支援する環境づくり 

 

母親の就労形態による多様なニーズに応じた子育てができるよう、教育・保育事業だ

けでなく、家庭・地域・企業等の連携と共通理解を図り、仕事と生活を両立できるワー

ク・ライフ・バランスを実現するための環境づくりを推進します。 

また、家庭において、父親と母親がともに役割分担しながら、共同で家事・育児等を

担うことができるよう、父親の子育て参加の促進、育児休業の活用等、子どもを第一に

捉えた働き方、暮らし方ができる意識づくり、環境づくりを推進します。 

地域に根ざした子育て支援に関するさまざまな活動やボランティア活動などを通じ、

地域住民の経験や知識・技能などを積極的に活用し、地域の連帯感や教育力の向上に努

めるとともに、次代を担う子どもや子育て家庭を地域全体で支えあうための地域住民に

よる自主的な活動の輪を広げ、子育て応援ネットワークの形成を推進します。 

 

基本目標５ 子どもの安全・安心を見守る環境づくり 

 

地域が一体となって、子どもを見守ることで、子どもを犯罪などから守り、子どもが

安全に安心して外出できる環境づくりを推進します。 

また、道路や公園、公共建築物のバリアフリー化や、交通安全環境の整備により子ど

もや子どもを連れた保護者が安全に安心して外出できる環境づくりを推進します。 

さらに、子どもを交通事故から守るため、交通安全教育等の活動を推進します。 
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４ （仮称）久喜市子ども・子育て支援事業計画体系図 

 

 

 

1 「すべての子ども

の健やかな成長を

実現するために」 

 

すべての子どもの

個性を尊重し健やか

に成長することので

きる環境づくりを進

めます。 

2 「保護者が喜びを

感じながら子育て

ができるために」 

 

保護者が、保護者と

しての責任と自覚を

持ちながら、楽しんで

子育てができる体制

づくりを進めます。 

3 「社会全体で子育

て家庭を支えるた

めに」 

 

子どもや子育て中

の保護者が、周囲から

の支援を受けながら

安心して暮らせるた

めの環境づくりを進

めます。 

 
 
 
 
 
 
 

「
子
ど
も
の
育
ち
を
支
え
る
視
点
」 

「
保
護
者
の
子
育
て
を
支
え
る
視
点
」 

「
社
会
全
体
で
子
育
て
家
庭
を
支
え
る
視
点
」 

基本方針 基本目標 基本理念 

1 施設型給付 

2 地域型保育給付 

3 地域子ども・子育て支援事業 

3 特別な支援を必要とする子

どもや家庭への対策 

2 子どもが地域で学べる環境

づくり 

1 子どもが健やかに育つ環境

づくり 

3 子育ての情報提供、相談体制

の充実 

2 ワーク・ライフ・バランスの

推進 

1 教育・保育及

び 地 域 子 ど

も・子育て支援

事業の充実 

5  子どもの安

全・安心を見守

る環境づくり 

3 保護者の子育

てを支援する

環境づくり 

2 子どもが主役

の環境づくり 

1 子育て支援体制の充実 

 

1 子どもが安心して過ごせる

環境づくり 

2 安心して外出できる環境づ

くり 

4 子育ての経済的負担の軽減 

施策の方向 

1 地域と協働で子どもの成長

を見守るしくみづくり 

2 家庭の子育てを応援する体

制強化 

5 母子保健の充実 

4 社会全体で子

育てを支援す

る環境づくり 

「
子
育
て
を
み
ん
な
で
支
え
、
す
べ
て
の
子
ど
も
が
健
や
か
に
成
長
で
き
る
ま
ち
づ
く
り
」 

基
本
的
な
視
点 
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第 4 章 子ども・子育て支援事業計画 

 

基本目標１ 教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の充実 

 

◇施策の方向１ 施設型給付 

◇施策の方向２ 地域型保育給付 

◇施策の方向３ 地域子ども・子育て支援事業 

○全ての方が、希望する教育・保育施設を利用できるよう計画的に施設を整備し、提供体

制を確保するとともに、教育・保育の質の向上を図ります。 

○教育・保育施設の良いところを一つにした認定こども園への移行を推進します。 

○子育て家庭の多様なニーズに対し、きめ細やかなサービスを提供するとともに、子育て

家庭が子育てに対する安心感や充実感を得ることができるよう地域子ども・子育て支援

事業の充実を推進します。 

 

１ 新制度について 

「子ども・子育て支援新制度」とは、平成24年8月に成立した「子ども・子育て支援法」、

「認定こども園法の一部改正法」、「子ども・子育て支援法及び認定こども園法の一部改正

法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」の子ども・子育て関連3法に基づく制度のこ

とをいいます。新制度の主な内容は、「質の高い幼児期の学校教育・保育の総合的な提供」、

「保育の量的拡大・確保」、「地域における子ども・子育て支援事業の充実」です。 
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２ 新制度の事業体系 

新制度は大きく「子ども・子育て支援給付」と「地域子ども・子育て支援事業」の 2 つに

分かれます。 

 

（１）子ども・子育て支援給付 

   

 幼児期の学校教育と、保育の必要性のある子どもへの保育について、幼稚園、保育所、認

定こども園、小規模保育等の施設等を利用した場合に給付対象となります。 

 給付が確実に子育て支援に使われるようにするため、保護者へ直接給付するのではなく、

施設等が市から給付を受け（法定代理受領制度）、利用者は施設からサービスの提供を受ける

仕組みとなります。 

 給付は「施設型給付」と「地域型保育給付」に分かれます。 

◆施設型給付 

   施設型給付の対象事業は、「幼稚園」、「認可保育所」、「認定こども園」の教育・保育施設で

す。市が施設等に対して施設型給付費を支給することになります。 

◆地域型保育給付 

   新制度では定員が 19 人以下の保育事業について、市町村による認可事業（地域型保育

事業）として、地域型保育給付の対象になります。 

地域型保育給付対象事業は、「小規模保育事業」「家庭的保育事業」「居宅訪問型保育事

業」「事業所内保育事業」の 4種類から構成されます。 

    

（２）地域子ども・子育て支援事業 

    

 地域子ども・子育て支援事業は、市が地域の子ども・子育て家庭の実情に応じて実施する

事業です。 

地域子ども・子育て支援事業は、子ども・子育て支援法で 13 事業が定められており、各市

町村でニーズに応じた事業を実施することとされております。本市では、これらの事業以外

にも独自の事業を実施し、地域の課題解決のために必要なサービスを提供していきます。  
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図表 新制度の全体像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◇子ども・子育て支援給付 

 

◇地域子ども・子育て支援事業 
 

①利用者支援に関する事業 

②延長（時間外）保育事業 

③放課後児童クラブ 

④子育て短期支援（ショートステイ）

事業 

⑤乳児家庭全戸訪問事業 

⑥養育支援訪問事業 

⑦地域子育て支援拠点事業 

⑧一時預かり事業 

⑨病児保育事業 

⑩ファミリー・サポート・センター

事業 

⑪妊婦健康診査事業 

⑫実費徴収に係る補足給付を行う事

業 

⑬多様な主体が本制度に参入するこ

とを促進するための事業 

施設型給付 

 幼稚園 

 保育所 

 認定こども園 

地域型保育給付 

 小規模保育 

（定員は 6人以上 19 人以下） 

 家庭的保育 

（保育者の居宅等において保育を

行う。定員は 5人以下） 

 居宅訪問型保育 

（子どもの居宅等において保育を

行う） 

 事業所内保育 

（事業所内の施設等において保育

を行う） 
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（３）教育・保育認定について 

 

子ども・子育て支援給付については、保護者の申請を受けた市町村が客観的基準に基づ

き、保育の必要性を認定したうえで、給付を支給する仕組みとなっています。 

 

①認定区分 

年齢と保育の必要性（事由・区分）に基づいて、次の 1～3号の区分で行われます。 

認定区分 年齢 保育の必要性 

利用できる施設 

幼稚園 保育所 
認定 

こども園 

地域型 

保育事業 

1 号認定 

（教育標準時間認定） 
3～5 歳児 

必要としない ○  ○  

2 号認定 

（保育認定） 
必要とする 

 ○ ○  

3 号認定 

（保育認定） 
0～2 歳児  ○ ○ ○ 

※希望保育所に空きがない場合は、保育が必要な子どもでも幼稚園を利用することがあります。 

※教育標準時間認定とは、1日4時間程度の幼児教育の時間のことです。 

※2号、3号の保育認定には、1日11時間までの保育標準時間と、1日8時間までの保育短時間があ

ります。 

 

②認定基準 

   保育の必要性の認定（２号、３号の保育の必要性の認定を受ける子ども）にあたって

は以下の３点について基準を設定します。 

事由 

ア、就労 

フルタイムのほか、パートタイム、夜間の就労など基本的に全て 

の就労  

イ、就労以外の事由   

保護者の疾病・障がい、妊娠・出産、同居親族の介護、災害復

旧、求職活動、就学及び職業訓練、虐待及びＤＶ等、また、それ

らに類するものとして市が認める場合 

区分※ 

ア、保育標準時間 

主にフルタイムの就労を想定した長時間利用 

（現行の11時間の開所時間に相当） 

イ、保育短時間 

主にパートタイムの就労を想定した短時間利用 

（市では、就労の下限時間を 64 時間以上と設定） 

優先利用 ひとり親家庭や虐待のおそれのあるケースの子ども等 

   ※区分は、月単位の保育の必要量に関する区分です。 
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３ 教育・保育提供区域の設定 

 

教育・保育の提供区域は、地理的条件、人口、交通事情その他社会的条件や現在の教育・

保育を提供するための施設の整備の状況などを総合的に勘案するとともに、地域の実情に

応じて保護者や子どもが居宅から容易に移動することが可能な区域を定めることとなって

います。 

また、市町村は区域ごとに事業の必要量を算出するとともに、事業内容や実施時期を示

さなければならないとされています。 

その際、教育・保育提供区域は、地域型保育事業等の認可の際に行われる需給調整の判

断基準となることを踏まえて設定する必要があります。 

本市では、利用者の利便性に配慮しつつ、サービスに関わる需要と供給の適正なバラン

スを取るため、保育施設等については、区域を細分化し、久喜・菖蒲地区と栗橋・鷲宮地

区の 2 区域として設定し、その他の事業については、事業の利用状況や特性などを総合的

に勘案して、市全域を１区域として設定しました。 

 

 

 

     

 

 

 

  

久喜地区 

栗橋地区 

鷲宮地区 

菖蒲地区 
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■教育・保育提供区域 

 

事業の名称 区域設定 

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
給
付 

教育施設（幼稚園・認定こども園） 
1 区域 

（市全域） 

保育施設（保育所・認定こども園） 
2 区域 

（久喜・菖蒲地区、栗橋・鷲宮地区） 地域型保育事業（小規模保育・家庭的保育・居宅訪問型保育・

事業所内保育） 

地
域
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業 

利用者支援に関する事業 
1 区域 

（市全域） 

延長（時間外）保育事業 
2 区域 

（久喜・菖蒲地区、栗橋・鷲宮地区） 

放課後児童クラブ 

1 区域 

（市全域） 

子育て短期支援（ショートステイ）事業 

乳児家庭全戸訪問事業 

養育支援訪問事業 

地域子育て支援事業 

一時預かり事業 

病児保育事業 

ファミリー・サポート・センター事業 

妊婦健康診査事業 

実費徴収に係る補足給付を行う事業 

多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

 

■教育・保育、地域子ども・子育て支援事業の「量の見込み」について 

「量の見込み」については、平成25年9月から10月にかけて実施した、「久喜市子ども・子

育て支援に関するアンケート調査」の結果をもとに、事業の利用実績、今後の児童数の見込

み等を勘案して算出しました。  
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４ 幼児期の学校教育・保育に係る量の見込みと確保方策 

 

（１） 学校教育の提供（幼稚園・認定こども園）  

 

①事業内容・現状 

1 号認定を受けた子どもに対して、幼稚園又は認定こども園の幼稚園機能が学校教育

を提供する事業です。 

市内では現在、市立幼稚園 2 か所と私立幼稚園 8か所、私立認定こども園 4か所にお

いて実施しています。 

 

②量の見込み及び確保の内容 

量の見込みは、児童数の減尐に伴い年々減尐するものと予測されます。確認6を受け

る幼稚園と認定こども園、確認を受けない幼稚園を合わせた提供体制については一定し、

量の見込みに対応できる体制となっています。 

 

                                   （単位：人） 

1 号認定 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

量の 

見込み 

市内の子ども 2,414 2,387 2,334 2,268 2,186 

市外の子ども 110 100 100 100 100 

合計① 2,524 2,487 2,434 2,368 2,286 

確保の内容 

市内 
〔幼稚園・認定こども園〕 665 876 876 876 876 

〔確認を受けない幼稚園〕 2,405 2,165 2,165 2,165 2,165 

市外 15 15 15 15 15 

合計② 3,085 3,056 3,056 3,056 3,056 

量の見込みと確保の内容の差②－① 561 569 622 688 770 

 

③確保方策 

現状では、量の見込みに対して確保の内容は満たしています。今後についても、事業

所の協力を得て提供体制を維持します。 

 

④関連事業 

ページ数 番号 事業名 

87 5 多子世帯の保育料軽減 

87 7 幼稚園就園奨励費補助事業 

                                                   
6確認：新制度では、「施設型給付」の給付対象施設となるためには、市の確認を受ける必要がありま

す。 



48 

 

 （２） 保育の提供（保育所・認定こども園） 

 

①事業内容・現状 

2 号及び 3号認定を受けた子どもに対して、保育所、地域型保育事業又は認定こども

園の保育所機能が保育を提供する事業です。 

市内では現在、市立保育所 6 か所と私立保育所 13か所、私立認定こども園 4か所におい

て実施しています。 

 

②量の見込み及び確保の内容 

量の見込みは、児童数の減尐に伴い年々減尐するものと予測されます。確保の内容に

ついては、2号認定は、久喜・菖蒲地区においては、既に量の見込みに対応できる体制

は整っていますが、栗橋・鷲宮地区の 2 号認定、及び 3号認定についてはやや不足する

見込みとなっています。今後、認定こども園への移行、小規模保育施設の増設及び定員

の見直しなどを図り提供体制を整備します。 

 

  ■久喜・菖蒲地区                   （単位：人） 

3 号認定（0歳） 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の 

見込み 

市内の子ども 97 94 91 88 85 

市外の子ども 3 3 2  2 2 

合計① 100 97 93 90 87 

確保の内容 

〔保育所・認定こど

も園・地域型保育〕 

市内 86 89 89 89 89 

市外 0 0 0 0 0 

合計② 86 89 89 89 89 

量の見込みと確保の内容の差②－① ▲14 ▲8 ▲4 ▲1 2 

 

3 号認定（1・2歳） 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の 

見込み 

市内の子ども 408 392 376 363 352 

市外の子ども 6 6 6 6 6 

合計① 414 398 382 369 358 

確保の内容 

〔保育所・認定こど

も園・地域型保育〕 

市内 340 366 366 366 366 

市外 13 13 13 13 13 

合計② 353 379 379 379 379 

量の見込みと確保の内容の差②－① ▲61 ▲19 ▲3 10 21 
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2 号認定（3～5歳） 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の 

見込み 

市内の子ども 554 540 513 491 472 

市外の子ども 11 10 10 10 10 

合計① 565 550 523 501 482 

確保の内容 

〔保育所・認定

こども園〕 

市内 604 604 604 604 604 

市外 24 24 23 23 23 

合計② 628 628 627 627 627 

量の見込みと確保の内容の差②－① 63 78 104 126 145 
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■栗橋・鷲宮地区                   （単位：人） 

3 号認定（0歳） 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の 

見込み 

市内の子ども 103 100 99 97 94 

市外の子ども 2 2 3 3 3 

合計① 105 102 102 100 97 

確保の内容 

〔保育所・認定こど

も園・地域型保育〕 

市内 82 82 97 97 97 

市外 1 1 1 1 1 

合計② 83 83 98 98 98 

量の見込みと確保の内容の差②－① ▲22 ▲19 ▲4 ▲2 1 

 

3 号認定（1・2歳） 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の 

見込み 

市内の子ども 380 365 356 349 343 

市外の子ども 6 6 6 6 6 

合計① 386 371 362 355 349 

確保の内容 

〔保育所・認定こど

も園・地域型保育〕 

市内 332 338 378 378 378 

市外 12 12 12 12 12 

合計② 344 350 390 390 390 

量の見込みと確保の内容の差②－① ▲42 ▲21 28 35 41 

 

2 号認定（3～5歳） 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の 

見込み 

市内の子ども 456 457 458 452 436 

市外の子ども 10 11 11 11 11 

合計① 466 468 469 463 447 

確保の内容 

〔保育所・認定

こども園〕 

市内 397 451 505 505 505 

市外 20 20 21 21 21 

合計② 417 471 526 526 526 

量の見込みと確保の内容の差②－① ▲49 3 57 63 79 
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③確保方策 

確保の内容が不足している部分については、利便性の高い駅前への保育所整備を進め

るほか、小規模保育の整備を推進します。 

さらに、幼稚園から認定こども園への移行の促進、低年齢児の保育ニーズの増加に対

応するため、乳児保育の受入枠の拡充、保育所の定員の見直しなど、定員増を図り確保

体制を整備します。 

 

④関連事業 

ページ数 番号 事業名 

79 10 保育所施設整備事業 

79 11 「駅前保育所」整備事業 

80 12 市立保育所運営事業 

80 13 私立保育所委託事業 

80 14 管外保育所委託事業 

80 15 保育所における乳児保育（0歳児保育）事業 

80 16 広域的保育利用事業 

87 5 多子世帯の保育料軽減〔再掲〕 
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５ 地域子ども・子育て支援事業に係る量の見込みと確保方策 

 

（１） 利用者支援に関する事業 

 

①事業内容・現状 

子ども・子育て支援新制度において新たに位置づけられた事業です。保護者が教育・

保育施設や地域子ども・子育て支援事業を円滑に利用することができるよう、利用希望

者からの相談に応じて必要な情報提供や助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整

や情報集約を行う事業です。 

 

②量の見込み及び確保の内容                                             

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み① 4 か所 4 か所 4 か所 4 か所 4 か所 

確保の内容② 4 か所 4 か所 4 か所 4 か所 4 か所 

量の見込みと確保の内容の差②－① 0 0 0 0 0 

 

③確保方策 

幼稚園・保育所の担当窓口を中心に、教育・保育事業等の情報提供、相談等により利

用者や利用を予定している方を支援していきます。 

また、子育て中の保護者の身近な相談先である地域子育て支援拠点施設（地域子育て

支援センター）と連携を図り、利用を希望する保護者等に対し総合的な支援を行います。 

 

④関連事業 

ページ数 番号 事業名 

84 1 利用者支援に関する事業（子育て総合支援窓口） 

85 7 子育て支援施設での子育て相談 
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（２） 延長（時間外）保育事業 

 

①事業内容・現状 

保育事業を利用している乳幼児の保護者が、長時間の就労や通勤時間などにより保育

時間（8 時間又は 11 時間）を超える保育が必要な場合、保育所での保育時間を延長し

て乳幼児の保育を行う事業です。 

市内では平成 25 年度末現在、市立保育所 2 か所、私立保育所 15 か所の合計 17 か所

で実施しています。 

 

②量の見込み及び確保の内容 

■久喜・菖蒲地区                      （単位：人） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み① 236 229 218 210 203 

確保の内容② 239 239 239 239 239 

見込みと確保の内容の差②-① 3 10 21 29 36 

 

  ■栗橋・鷲宮地区                      （単位：人） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み① 193 188 185 182 177 

確保の内容② 198 198 198 198 198 

見込みと確保の内容の差②-① 5 10 13 16 21 

 

③確保方策 

延長保育を実施している事業所の協力を得て提供体制を維持し、延長保育希望者全員

を受け入れます。 

 

④関連事業 

ページ数 番号 事業名 

79 8 延長保育事業 
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（３） 放課後児童クラブ 
 

①事業内容・現状 

保護者の就労等により昼間保護者が家庭にいない小学生に対し、学校の余裕教室等で、

放課後に適切な遊びや生活の場を提供し、その健全育成を図る事業です。 

市内には、小学校が23校あり、放課後児童クラブの設置数は22か所となっています。

22 か所は全て公設で、指定管理者により運営しています。 
 

②量の見込み及び確保の内容 

                   （単位：人） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の 

見込み 

低学年（1～3年生） 774 767 758 739 731 

高学年（4～6年生） 236 234 238 244 242 

合計① 1,010 1,001 996 983 973 

確保の内容② 982 1,012 1,012 1,012 1,012 

量の見込みと確保の内容の差②－① ▲28 11 16 29 39 

 
 

③確保方策 

確保の内容が不足している部分については、今後の利用状況を見ながら、既存の放課

後児童クラブの定員枠の拡充を図り、必要に応じて施設整備を図ります。 

また、放課後児童クラブと放課後子ども教室との連携について、関連部署や地域と検

討を行います。 
 

④関連事業 

ページ数 番号 事業名 

80 18 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

87 6 放課後児童クラブ保育料の助成 

93 10 放課後子ども教室推進事業（ゆうゆうプラザ） 
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（４） 子育て短期支援（ショートステイ）事業 

 

①事業内容・現状 

保護者が、疾病、疲労など身体上・精神上・環境上の理由により、児童の養育が困難

となった場合に、児童養護施設など保護を適切に行うことができる施設において、原則

7日以内として養育・保護を行う事業です。 

市では現在、2 事業所と委託契約を結び、3 歳未満の乳幼児を対象に事業を実施して

います。 

 

②量の見込み及び確保の内容 

 （単位：人日） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み 54 52 50 48 47 

確保の内容 実施機関 子育て支援課 子育て支援課 子育て支援課 子育て支援課 子育て支援課 

 

③確保方策 

現在も量の見込みに対し、確保の内容は満たしていることから、今後においても現在

の提供体制を維持し、対応します。 

 

④関連事業 

ページ数 番号 事業名 

79 4 子どものショートステイ事業 
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（５） 乳児家庭全戸訪問事業 

 

①事業内容・現状 

保健師等が訪問し、子育て支援に関する情報提供や養育環境等の把握を行う事業です。 

市では現在、生後 4か月を迎えるまでの乳児のいる家庭を対象に事業を行っています。 

 

②量の見込み及び確保の内容 

                                  （単位：人） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み 970 939 917 892 866 

確保の内容 実施機関 中央保健センター 中央保健センター 中央保健センター 中央保健センター 中央保健センター 

 

③確保方策 

提供体制を維持し、乳児のいる全ての家庭に保健師等が訪問します。 

 

④関連事業 

ページ数 番号 事業名 

89 5 母子訪問指導事業 
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（６） 養育支援訪問事業 

 

①事業内容・現状 

子育てに不安を抱えていたり、様々な理由で子どもの養育に支援を必要としている家

庭を対象に、児童ケースワーカーや保健師、助産師、ホームヘルパー等が訪問し、保護

者の育児・家事等の養育能力を向上させるための支援や相談等を行う事業です。 

市では現在、関係機関と連携を図り養育支援を必要としている家庭を対象に相談業務

やホームヘルパーの派遣などを行っています。 

 

 

②量の見込み及び確保の内容 

     （単位：人） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み 15 16 17 18 19 

確保の内容 

実施機関 
子育て支援課 
中央保健センター 

子育て支援課 
中央保健センター 

子育て支援課 
中央保健センター 

子育て支援課 
中央保健センター 

子育て支援課 
中央保健センター 

委託機関 
久喜市社会 
福祉協議会 

久喜市社会 
福祉協議会 

久喜市社会 
福祉協議会 

久喜市社会 
福祉協議会 

久喜市社会 
福祉協議会 

 

③確保方策 

乳児家庭全戸訪問事業等を通じて支援が必要と思われる家庭を把握するとともに、そ

うした家庭に対して専門職による訪問相談や、相談先の周知を行います。 

 

④関連事業 

ページ数 番号 事業名 

72 1 児童相談業務体制の充実・強化 

72 2 要保護児童等の相談支援 

72 3 久喜市要保護児童対策地域協議会 

73 5 子育て不安・児童虐待予防的事業 

73 7 養育支援訪問事業 

89 5 母子訪問指導事業〔再掲〕 
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（７） 地域子育て支援拠点事業 

 

①事業内容・現状 

主に、3 歳児未満の乳幼児及び保護者を対象に、地域子育て支援センターにおいて、

子育て中の親子の交流や、遊び場の提供などを行い、それらを通して子育ての相談に応

じたり情報提供を行うことで子育てを支援する事業です。 

市内では平成 25年度末現在、14 か所（市立：4か所、私立：10 か所）で実施してい

ます。 

 

②量の見込み及び確保の内容 

 （単位：人回/年） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み① 86,508 88,127 89,776 91,455 93,167 

確保の内容② 86,508 88,127 89,776 91,455 93,167 

量の見込みと確保の内容の差②－① 0 0 0 0 0 

 

③確保方策 

現状では、量の見込みに対して供給量は充足しています。今後も、利用希望者全員を

受け入れる提供体制を確保します。 

本市では国基準に基づき、中学校区に 1 か所の整備を基本としています。今後の整備

については、社会情勢や財政状況、既存施設の配置状況などを総合的に勘案して検討し

ます。 

 

④関連事業 

ページ数 番号 事業名 

78 1 地域子育て支援センター事業 

78 2 つどいの広場事業 
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（８） 一時預かり事業 

 

①事業内容・現状 

保護者が仕事、疾病、用事等の理由により、主として昼間において家庭で保育するこ

とが一時的に困難となった乳幼児を幼稚園、保育所等において一時的に預かる事業です。 

市内では現在、8か所の保育所（市立：2か所、私立：6か所）と 13 か所の幼稚園及

び認定こども園（市立：1か所、私立：12 か所）で事業を実施しています。 

 

②量の見込み及び確保の内容 

                                （単位：人日/年） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の 

見込み 

幼稚園在園児対象の
一時預かり 

74,880 74,029 72,234 70,221 67,708 

その他の一時預かり 15,600 15,116 14,663 14,238 13,811 

合計① 90,480 89,145 86,897 84,459 81,519 

確保の内容② 90,480 90,480 90,480 90,480 90,480 

量の見込みと確保の内容の差②－① 0 1,335 3,583 6,021 8,961 

 

③確保方策 

現状では、量の見込みに対して供給量は充足しています。今後の利用状況を踏まえ、

必要に応じて事業の充実を図ります。 

 

④関連事業 

ページ数 番号 事業名 

79 7 一時預かり事業 

79 9 預かり保育事業 
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（９） 病児保育事業 

 

①事業内容・現状 

発熱等の急な病気となった児童（病児）が、教育・保育施設に通えなかったり、保護

者による保育ができない場合に、病院・保育所等に付設された専用スペース等において

看護師等が一時的に保育を行う事業です。 

市内には、病後児保育を実施する保育所が 1か所ありますが、病児保育を行う施設は

ありません。 

 

②量の見込み及び確保の内容 

  （単位：人日/年） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み① 480 720 960 960 960 

確保の内容② 960 960 960 960 960 

量の見込みと確保の内容の差②－① 480 240 0 0 0 

 

③確保方策 

平成 27 年度に病児保育所を 1 か所設置（4 人定員）し、今後の利用状況を踏まえ、

必要に応じて体制の確保を図ります。 

 

④関連事業 

ページ数 番号 事業名 

79 6 病児・病後児保育事業 
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（10） ファミリー・サポート・センター事業 

 

①事業内容・現状 

児童の預かり、送迎時の支援等を受けることを希望する者（依頼会員）と、支援を行

うことを希望する者（提供会員）との相互援助活動に関する連絡・調整を行う事業です。 

市では概ね生後 6 か月から小学校 6 年生以下の児童を対象として、幼稚園や保育所、

放課後児童クラブ等から帰宅後の預かりや利用施設への送迎などに関する連絡・調整を

行っています。 

 

②量の見込み及び確保の内容 

                   （単位：人日/年） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の 

見込み 

低学年（1～3年生） 357 386 418 452 489 

高学年（4～6年生） 23 25 27 30 32 

合計① 380 411 445 482 521 

確保の内容② 966 1,062 1,164 1,272 1,398 

量の見込みと確保の内容の差②－① 586 651 719 790 877 

※量の見込みは、預かりに関する援助活動件数の見込みです。 

 

③確保方策 

現在も量の見込みに対し、確保の内容は満たしていますが、今後においても入会説明

会や講習会等を計画的に開催し、ファミリー・サポート・センター事業会員の増員を図

ります。 

 

④関連事業 

ページ数 番号 事業名 

91 3 ファミリー・サポート・センター事業 
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（11） 妊婦健康診査事業 

 

①事業内容・現状 

妊娠している方に対して、妊婦健康診査を行う事業です。 

市では現在、妊娠届出時に妊婦健康診査受診票・助成券（合計 14 回分）を交付し、

医療機関への委託により妊婦健康診査事業を実施しています。 

 

②量の見込み及び確保の内容 

 （単位：人） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み 970 939 917 892 866 

検査項目 
問診及び診察 
血液検査 等 

問診及び診察 
血液検査 等 

問診及び診察 
血液検査 等 

問診及び診察 
血液検査 等 

問診及び診察 
血液検査 等 

確保の内容 

実施機関 中央保健センター 中央保健センター 中央保健センター 中央保健センター 中央保健センター 

委託機関 委託医療機関 委託医療機関 委託医療機関 委託医療機関 委託医療機関 

 

③確保方策 

確保の内容を維持し、妊婦の健康管理及び健康の保持増進を図ります。 

 

④関連事業 

ページ数 番号 事業名 

89 2 妊婦健康診査事業 
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（12） 実費徴収に係る補足給付を行う事業 

 

①事業内容 

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・保育施設7等に対して保護者が支払

うべき日用品、文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入に要する費用又は行事へ

の参加に要する費用等を助成する事業です。 

 

②確保方策 

国等の動向を注視しながら調査研究してまいります。 

 

③関連事業 

ページ数 番号 事業名 

85 8 小中学校要・準要保護児童生徒就学援助事業 

 

 

（13） 多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

 

①事業内容 

特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究、その他多様な

事業者の能力を活用した特定教育・保育施設等の設置又は運営を促進するための事業で

す。 

 

②確保方策 

国等の動向を注視しながら調査研究してまいります。 

 

③関連事業 

ページ数 番号 事業名 

79 10 保育所施設整備事業〔再掲〕 

79 11 「駅前保育所」整備事業〔再掲〕 

80 13 私立保育所委託事業〔再掲〕 

 

 

  

                                                   
7特定教育・保育施設：市長が施設型給付費の支給に係る施設として確認する「教育・保育施設」を言

い、施設型給付を受けず、私学助成を受ける私立幼稚園は含まれません。 
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６ 幼児期の学校教育・保育の一体的な提供及び当該教育・保育の推進

に関する体制の確保 

 

（１） 認定こども園の普及方策 

 

①事業内容・現状 

幼稚園及び保育所に通う就学前の子どもが、同じように充実した幼児教育を受けるこ

とができるよう、市内幼稚園、保育所の認定こども園への移行のための支援を行います。 

 

（２） 質の高い教育・保育、地域子ども・子育て支援を提供するための方策 

 

①事業内容・現状 

乳幼児期における教育及び保育の質を高めるため、職員等の研修機会の充実を図りま

す。また、市内の幼児教育のさらなる振興を図るため、「久喜市幼児教育研究協議会」

を開催します。 

 

②関連事業 

ページ数 番号 事業名 

68 12 幼児教育研究協議会事業 

- - 教員研修の充実（総振 P97、教振 P23） 

※教振：久喜市教育振興基本計画 

総振：久喜市総合振興計画 
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（３） 2 歳までの保育事業と 3 歳からの教育事業の連携方策 

 

①事業内容・現状 

主に 2歳児までを対象とする地域型保育給付の利用者が、卒園後に円滑に幼稚園や保

育所等に入園・入所することができるよう、日頃から事業者間や子ども同士の交流機会

を提供します。 

 

②関連事業 

ページ数 番号 事業名 

- - 保育士と幼稚園教員の交流（総振 P97、教振 P26） 

- - 保育園児と幼稚園児の交流（総振 P97、教振 P26） 

※総振：久喜市総合振興計画 

教振：久喜市教育振興基本計画 

 

（４） 幼児期の教育・保育事業と小学校教育との円滑な接続（幼保小連携）の取

組推進 

 

①事業内容・現状 

就学前の子どもが小学校に進学する際、円滑に小学校生活に適応することができるよ

う、就学前の子どもが日頃から小学生と交流する機会を提供します。また、発達障害の

疑いがある子どもなど、特に支援を必要とする子どもの情報共有を行ったり、保育士・

幼稚園教諭と小学校教諭が相互に教育・保育の理解を深め、よりよい教育を提供できる

よう、職員同士による研修・交流機会の充実を図ります。 

 

②関連事業 

ページ数 番号 事業名 

68 12 幼児教育研究協議会事業〔再掲〕 

- - 幼稚園児と小学生の交流会実施（教振 P21） 

- - 幼稚園・小学校連絡会の開催（教振 P21） 

- - 幼稚園・小学校教員間の保育・授業参観等の実施（教振 P22） 

※教振：久喜市教育振興基本計画 
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第５章 次世代育成支援施策の展開 

 

基本目標２ 子どもが主役の環境づくり 

 

◇施策の方向１ 子どもが健やかに育つ環境づくり 

○子どもたちに安全な居場所・遊び場を提供するため、児童館・児童センターの整備に努

めるとともに、そこで行われる行事やプログラムの充実を図ります。 

○乳幼児が、友達づくりや集団生活に慣れることができるよう、同年齢同士が交流できる

機会の充実を図ります。 

○豊かな人間性及び心身ともに健康な子どもを育成するため、「久喜市食育推進計画」に基

づき、食育を総合的・計画的に推進します。 

○幼児・生徒が質の高い教育や指導を受けることができるよう、教員に対する研修機会の

拡充を図ります。 

○子どもたちに本の世界の楽しさを教え、子どもと本の豊かな結びつきを目指します。 

○児童・生徒の快適な学習環境を確保するため、小中学校にエアコンを設置します。 

 

 

番号 事業名・担当課 事業内容 今後の方向性 

1 

児童館・児童センター活

動事業 

遊びを通して児童の健康を

増進し、情操を豊かにするこ

とを目的に、創作事業や伝承

遊び事業などの活動を行いま

す。 

児童館・児童センターの利

用の一層の促進を図るため、

事業の充実を図ります。 

担当課 
子育て支援課 

しょうぶ会館 

2 

移動児童館の実施 児童館の持つ機能を地域に

広め、地域と共に様々な遊び

を通じて児童の健全育成を図

るため、遊びを持って地域に

出向く移動児童館を実施しま

す。 

継続して事業を推進しま

す。 

担当課 子育て支援課 

3 

児童館・児童センターの

整備・充実 

児童の遊び場の確保と健康

増進に向けて、児童館・児童

センターの整備・充実に努め

ます。 

継続して事業を推進しま

す。 

担当課 子育て支援課 
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番号 事業名・担当課 事業内容 今後の方向性 

4 

幼児教室 2 歳児･3 歳児を対象に､友

達と楽しく遊んだり、歌やお

遊戯を通して集団に慣れるよ

うに支援する教室を開催しま

す。 

制度の周知を図り、利用の

促進を図ります。 

担当課 子育て支援課 

5 

幼児クラブ 1・2 歳児を対象に､友達と

楽しく遊んだり、リズム遊び

や歌、製作を通して集団に慣

れるように支援する教室を開

催します。 

継続して事業を推進しま

す。 

担当課 子育て支援課 

6 

未就園児園庭開放事業 中央幼稚園、栗橋幼稚園に

おいて、未就園の 3 歳児の親

子を対象に、幼稚園の園庭で

遊ぶ機会を月 1 回設定しま

す。その際、親子のスキンシ

ップ遊びの啓発も行います。 

事業の周知を図り、利用の

促進に努めます。 

担当課 学務課 

7 

久喜市食育推進計画の

推進 

食育推進計画の推進を図り

ます。 

「久喜市食育推進計画」に

基づく施策を展開します。 

担当課 健康医療課 

8 

久喜市食育推進会議の

運営 

食育推進計画の実施を推進

します。 

継続して事業を推進しま

す。 

担当課 健康医療課 

9 

食生活改善推進員（ヘル

スメイト）の活動支援と

育成 

 

自主事業や保健事業への協

力等、食生活改善推進員が実

施する活動を支援します。 

「へルスメイト養成講座」

への参加を促進し、食生活改

善推進員（ヘルスメイト）の

育成を行います。 

活動の周知を図り、事業参

加者の増加を図るとともに、

会員への研修や「ヘルスメイ

ト養成講座」への市民参加を

促し、会の育成に努めます。 

担当課 中央保健センター 

10 

学校・保育所における食

育の推進 

学校や保育所の給食を通し

て、健康な心身と良い食生活

の形成に努めます。 

「食」の大切さを学ぶため、

各学校において、学校ファー

ムを活用し、栄養教諭等と連

携した学習指導の工夫と改善

を図ります。 
担当課 

保育課 

指導課 

11 

生徒指導・教育相談中級

研修会 

生徒指導・教育相談中級の

資格取得に向けた研修を行い

ます。 

本研修会の中で、講義・講

演のほか、面接演習、事例研

修等も実施し、実践力を高め

る研修を実施します。 担当課 指導課 
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番号 事業名・担当課 事業内容 今後の方向性 

12 

幼児教育研究協議会事

業 

幼児教育の振興を図るた

め、久喜市幼児教育研究協議

会を設置し、市民の方の幅広

い意見を伺います。 

継続的に事業の推進に努め

ます。 

担当課 指導課 

13 

えほんの会 3・4 歳児を対象に、ロング

セラーの絵本や紙芝居などを

使用した読み聞かせを毎月第

1・3土曜日に実施します。 

図書館ボランティアや関係

機関の協力を得ながら、事業

を継続、推進します。 

担当課 中央図書館 

14 

子ども映画会 読書へとつながる児童文学

作品の映画やアニメの上映を

行います。 

事業の実施に当たっては、

学校等への周知を積極的に行

い、今後も事業の推進に努め

ます。 担当課 中央図書館 

15 

子ども一日図書館員 図書館に対する関心を高め

るとともに図書館利用の促進

を図るために、図書の貸出

し・返却などの図書館業務の

一部を体験してもらう事業を

実施します。 

事業の実施に当たっては、

積極的に学校等への周知を行

い、事業の推進に努めます。 

担当課 中央図書館 

16 

夏休み子ども科学遊び 図書館及び図書館資料の利

用促進を図るため、科学のお

もしろさを理解する一助とな

るような簡単な実験・実技を

行います。 

事業の実施に当たっては、

積極的に図書館資料の利用促

進を図り、事業の推進に努め

ます。 

担当課 中央図書館 

17 

夏休み子ども相談室 図書館及び図書館資料の利

用促進を図るため、小学生の

自由研究などの相談につい

て、小学校の先生による図書

館資料を活用した相談業務を

行います。 

事業の実施に当たっては、

積極的に図書館資料の利用促

進を図り、事業の推進に努め

ます。 

担当課 中央図書館 

18 

名曲と朗読の集い 図書館利用の促進を図るた

め、室内楽の生演奏と名作の

朗読及び絵本の読み聞かせを

組み合わせた集いを実施しま

す。 

図書館ボランティアの協力

を得ながら、事業を継続、推

進します。 

担当課 中央図書館 

19 

学校訪問おはなし会 図書館職員が小学校に出向

き、絵本の読み聞かせを行い

ます。 

事業実施に当たっては、学

校の希望日時に配慮した計画

をたて事業を実施します。 担当課 中央図書館 

20 

学校訪問ブックトーク 図書館職員が小学校に出向

き、テーマに沿った本を選び

紹介します。 

事業実施に当たっては、学

校の希望日時に配慮した計画

をたて事業を実施します。 担当課 中央図書館 
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番号 事業名・担当課 事業内容 今後の方向性 

21 

読書マラソン 本とのふれあいの機会を多

く持ってもらうとともに、図

書館資料の利用促進のため

に、期間を設けその間に目標

とする冊数の本を読む事業を

実施します。 

関係機関等と連携し事業を

継続、推進します。 

担当課 中央図書館 

22 

小中学校エアコン設置

事業 

市内の小中学校の全ての教

室にエアコンを設置します。 

関係機関と協議し、早期の

実施に努めます。 

担当課 教育総務課 
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◇施策の方向２ 子どもが地域で学べる環境づくり 

○子どもの意見を大切にする社会をめざし、子どもたちの意見発表の場づくりに努めると

ともに、子どもが大人とともにまちづくりに参加する環境の整備を推進します。 

○子どもが自然の大切さを実感できるよう、自然とふれあう機会を提供するとともに、環

境問題への意識の高揚に努めます。 

○社会体験活動やスポーツ活動を通じて子どもの豊かな情操と心身の健全な育成を支援し

ます。 

 

番号 事業名・担当課 事業内容 今後の方向性 

1 

子ども議会 将来を担う子どもたちが模

擬議会方式の体験をし、市行

政及び議会への理解を深め、

併せて学校生活における生徒

（児童）会活動に活かしても

らうとともに、子どもたちの

夢のある幅広い意見・要望な

どを市政に反映させるため子

ども議会を開催します。 

女性議会との関係から、隔

年で実施します。 

担当課 シティプロモーション課 

2 

人権尊重関連事業 お互いの人格を尊重し、平

和で暮らしやすい郷土の建設

を目指して、小・中学生によ

る人権作文の発表やアトラク

ション等を開催します。 

様々な場で事業の周知を図

り、参加の促進に努めます。 

担当課 人権推進課 

3 

こども自然観察会 次世代を担う児童を対象と

して、広く人と自然との共生

と自然の大切さを学習するた

め、専門家を講師に、観察会

を実施します。 

自然環境への関心と理解を

深めるため、継続実施します。 

担当課 環境課 

4 

乳幼児とのふれあい体

験の実施 

思春期の児童・生徒に、乳

幼児とのふれあい体験の場を

提供します。 

継続して事業の推進に努め

ます。 

担当課 指導課 

5 

体験学習 「埼玉の子ども 70 万人体

験活動」を通して、勤労生産

体験、社会奉仕体験、交流体

験等を経験し、豊かな心を育

みます。 

｢70 万人体験活動」の他、

各校でも総合的な学習の時間

の充実を図ります。 

担当課 指導課 
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番号 事業名・担当課 事業内容 今後の方向性 

6 

子ども大学くき 東京理科大学、久喜青年会

議所と連携して、子どもの知

的好奇心を刺激する学びの機

会を提供します。 

引き続き東京理科大学、久

喜青年会議所とともに開催し

ます。 

担当課 生涯学習課 

7 

スポーツ尐年団の育成 スポーツを通じて、青尐年

の健全な心身の育成を図る組

織を地域社会の中に育てるこ

とを目的とし、それぞれの地

域で指導者のもとにスポーツ

活動を行います。 

スポーツ尐年団が発行する

広報等を用いて活動を広く周

知し、団員を募集します。 

市民まつりやゴミゼロ・ク

リーン久喜運動等の地域・奉

仕活動も積極的に取り入れま

す。 担当課 生涯学習課 
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◇施策の方向３ 特別な支援を必要とする子どもや家庭への対策 

○久喜市要保護児童対策地域協議会を中心に虐待防止ネットワークを強化し、関係機関の

連携のもと、児童虐待に関する情報の共有と、早期発見、早期対応に努めます。 

○障がいや発達の遅れ等により支援が必要な子どもの健全な発達を支援し、身近な地域で

安心して生活できるよう、児童福祉法に基づく障がい児サービスや療育を受ける機会の

拡充を図ります。 

○いじめや不登校などの問題の発見や解決に向けて、学校、地域、家庭が緊密に連携し、

対応します。 

○ひとり親家庭に対して、家庭の状況にあった既存のサービスや各種情報を提供しながら、

子育て・生活支援、就業支援、養育費の確保及び経済的支援を総合的に推進します。 

 

番号 事業名・担当課 事業内容 今後の方向性 

1 

児童相談業務体制の

充実・強化 

増加する特別な支援を要す

る児童や保護者（虐待、育児

放棄、発達の遅れ、その他家

庭問題等）などに対する、児

童相談業務の体制の一層の充

実と強化を図ります。 

関係機関と協議し体制の充

実強化に努めます。 

担当課 子育て支援課 

2 

要保護児童等の相談

支援 

虐待の被害を受けた子ども

の早期発見と早期対応を行う

とともに、虐待予防の視点を

もって乳幼児や保護者の相談

支援を行います。 

関係機関と連携した相談体

制の充実を図ります。 

担当課 子育て支援課 

3 

久喜市要保護児童対

策地域協議会 

児童虐待などによる要保護

児童等の適切な保護を図るた

め、関係する機関・団体によ

り要保護児童対策地域協議会

を設置し、情報の交換や支援

の内容に関する協議を行いま

す。 

関係機関との協議を充実

し、情報の共有等を通じて、

児童虐待の防止と適切な対応

に努めます。 

担当課 子育て支援課 

4 

児童虐待防止等の啓

発 

児童虐待の防止及び早期発

見を図るため、児童虐待問題

及び通告制度について、広報

への掲載やリーフレットの配

布等により啓発を行います。 

継続して事業の推進に努め

ます。 

担当課 子育て支援課 
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番号 事業名・担当課 事業内容 今後の方向性 

5 

子育て不安・児童虐待

予防的事業 

子育て支援に関わる機関の

職員および保護者に向けてイ

ライラしない子育ての方法に

関する「ＣＳＰ8講座」を実施

し、子育て不安や児童虐待の

予防に努めます。 

関係機関と協議し、早期の

実施に努めます。 

担当課 子育て支援課 

6 

女性及び児童保護相

談 

女性や児童の保護に関する

相談に応じ、関係機関と連携

して適切な保護を行います。 

継続して事業の推進に努め

るとともに、緊急性に対応で

きるよう関係機関の協力体制

を強化し、支援の充実を図り

ます。 担当課 子育て支援課 

7 

養育支援訪問事業 

 

乳児家庭全戸訪問事業等に

より養育支援が特に必要であ

ると判断した家庭を訪問し、

養育が適切に行われるよう、

養育に関する相談、指導、助

言等の支援を行います。 

必要とするニーズに対応で

きるよう関係機関の協力を得

て、支援の充実を図ります。 

担当課 
子育て支援課 

中央保健センター 

8 

里親制度の普及・啓発 家庭環境にめぐまれない児

童を養育する里親制度の普

及・啓発に努めます。 

継続して事業の推進に努め

ます。 

担当課 子育て支援課 

9 

乳幼児発達相談事業 乳幼児健康診査等の結果、

経過観察が必要とされた乳幼

児とその保護者を対象に、個

別に発育・発達を促すための

助言・指導を行います。 

相談体制の充実に努めま

す。 

担当課 中央保健センター 

10 

1 歳 6 か月児健診継続

相談事業 

1 歳 6 か月児健康診査の結

果等により、経過観察が必要

とされた幼児及びその保護者

を対象に、個別に助言・指導

を行います。 

相談体制の充実に努めま

す。 

担当課 中央保健センター 

                                                   
8 ＣＳＰ：コモンセンス・ペアレンティングの略。暴力や暴言を使わずに子どもを育てる技術を親に伝

えることで、虐待の予防や回復を目指す児童虐待防止プログラムです。 
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番号 事業名・担当課 事業内容 今後の方向性 

11 

3 歳児特別相談 3 歳児健康診査の結果、何

らかの問題のある幼児とその

保護者に対し、障がい等の早

期発見、早期療育を目的とし

てスタッフによる個別相談を

行います。相談終了後、ケー

スカンファレンス9を実施し、

今後のケースの対応について

検討します。 

継続して事業を推進しま

す。 

担当課 子育て支援課 

12 

ことばの相談事業 乳幼児健康診査の結果等に

より、言葉について、経過観

察及び指導が必要とされた幼

児とその保護者を対象に、個

別に助言・指導を行います。 

相談体制の充実に努めま

す。 

担当課 中央保健センター 

13 

親子教室事業 乳幼児健康診査の結果等に

より、集団による指導が必要

とされた幼児とその保護者を

対象に、遊びを中心とした集

団指導を行います。 

事業内容の充実に努めま

す。 

担当課 中央保健センター 

14 

ひよこ教室 障がいや発達に心配のある

幼児に対し、遊びを通して情

緒の発達を促します。 

継続して事業の推進に努め

ます。 

担当課 子育て支援課 

15 

ことばのグループ ことばの遅れのある幼児と

その保護者に対し、言語聴覚

士の助言・指導を行います。 

継続して事業の推進に努め

ます。 

担当課 子育て支援課 

16 

ことばのグループ保

護者指導 

ことばの遅れのある児童の

保護者に対し、言語聴覚士の

助言・指導を行います。 

継続して事業の推進に努め

ます。 

担当課 子育て支援課 

17 

おもちゃ図書館 障がいや発達に遅れのある

児童に遊び場を提供し、おも

ちゃを通してそれぞれの児童

が持っている機能の発達を促

します。 

継続して事業を推進しま

す。 

担当課 子育て支援課 

18 

障がい児保育 障がいや発達に遅れのある

児童を一般の児童とともに集

団保育することにより、健全

な社会性の成長発達の促進を

図ります。 

継続して事業の推進に努め

ます。 

担当課 保育課 

                                                   
9 ケースカンファレンス：専門職等関係者が集まり、事例を検討する会議のこと。 
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番号 事業名・担当課 事業内容 今後の方向性 

19 

自立支援医療（育成医

療）支給事業 

身体に障がいのある児童や

病気を放置すれば障がいが残

ると認められる児童に対し

て、手術等により確実な効果

が期待できる治療にかかる医

療の給付を行います。 

継続して事業の推進に努め

ます。 

担当課 子育て支援課 

20 

未熟児養育医療支給

事業 

未熟児に対して、指定され

た養育医療機関での養育に必

要な医療の給付を行います。 

継続して事業の推進に努め

ます。 

担当課 子育て支援課 

21  

のぞみ園運営事業 障がいや発達に遅れのある

児童に対し、軽易な機能回復

訓練及び基礎的な生活指導を

行います。 

引き続き、指定管理者制度

を導入して療育指導の充実に

努めます。 

担当課 障がい者福祉課 

22 

のぞみ園利用者負担

金の助成 

久喜市立のぞみ園を利用し

ている保護者に対し、児童福

祉法に基づく利用者負担月額

が久喜市保育料の徴収に関す

る徴収基準月額を超えた分に

ついて助成をします。 

継続して事業の推進に努め

ます。 

担当課 障がい者福祉課 

23 

介護給付費の支給 障がい児が居宅介護、行動

援護、短期入所のサービスを

受けた場合、その要した費用

の一部を介護給付費として支

給します。 

継続して事業の推進に努め

ます。 

担当課 障がい者福祉課 

24 

障害児通所給付費の

支給 

障がい児が児童発達支援、

放課後等デイサービスを受け

た場合、その要した費用の一

部を障害児通所給付費として

支給します。 

継続して事業の推進に努め

ます。 

担当課 障がい者福祉課 

25 

補装具費の支給 障がい児が必要とする補装

具費の購入又は修理に要した

費用の一部を補装具費として

支給します。 

継続して事業の推進に努め

ます。 

担当課 障がい者福祉課 

26 

地域生活支援事業 障がい児が必要とする日常

生活用具費や移動支援費、日

中一時支援費を支給して、障

がい児の地域での生活を支援

します。 

継続して事業の推進に努め

ます。 

担当課 障がい者福祉課 
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番号 事業名・担当課 事業内容 今後の方向性 

27 

生活サポート事業 障がい児の生活に合わせ、

登録された民間のサービス団

体が一時預かり、介護人の派

遣、送迎、外出援護などの介

護サービスを行います。 

継続して事業の推進に努め

ます。 

担当課 障がい者福祉課 

28 

障がい児の適正な就

学支援の充実 

就学支援委員会を設置し、

障がいの特性に応じた適正な

就学に係る教育的支援を行い

ます。 

また、通級指導教室「こと

ばの教室」「情緒の教室」を設

置し、通常学級に在籍する児

童の障がいに応じた指導を行

います。 

継続して事業の推進に努め

ます。 

担当課 指導課 

29 

学校いきいき支援事

業 

通常学級、特別支援学級に

在籍するＬＤ(学習障がい)や

ＡＤＨＤ(注意欠陥多動障が

い)等、発達障がい等の特別な

教育的ニーズに応え、一人ひ

とりが生き生きと学校生活が

送れるよう支援します。 

継続して事業の推進に努め

ます。 

担当課 指導課 

30 

いじめ等調査委員会 各学校のいじめ等調査委員

会（生徒指導委員会）を中心

に全校的な対応を行います。 

定例の会議で児童・生徒の

状況を把握し、いじめの未然

防止、早期対応早期解決に努

めます。 担当課 指導課 

31 

ひとり親家庭相談 ひとり親家庭に関する相談

に応じ、助言指導や関係機関

の紹介などを行います。 

制度の周知を図り、利用の

促進を図ります。 

担当課 子育て支援課 

32 

母子生活支援施設入

所事業 

ＤＶや児童虐待などによ

り、夫婦が一緒に住むことが

出来ない女子等が、養育すべ

き児童を有している場合、当

該保護者及び児童を保護し母

子生活支援施設において保護

し自立を支援します。 

継続して事業の推進に努め

ます。 

担当課 子育て支援課 
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番号 事業名・担当課 事業内容 今後の方向性 

33 

ひとり親家庭自立支

援教育訓練給付金の

支給 

母子家庭の母又は父子家庭

の父が、就労に結びつきやす

い知識・技能を身に付けるた

め、雇用保険法で定める教育

訓練等を受講し、修了した場

合に受講費用の一部を支給

し、主体的な能力開発を支援

します。 

制度の周知を図り、利用の

促進を図ります。 

担当課 子育て支援課 

34 

高等職業訓練促進給

付金等の支給 

母子家庭の母又は父子家庭

の父が、看護師や介護福祉士

などの資格を取得するために

2 年以上養成機関で修業する

場合に、高等職業訓練促進給

付金等を支給して修業を容易

にし、ひとり親家庭の自立を

支援します。 

制度の周知を図り、利用の

促進を図ります。 

担当課 子育て支援課 

35 

寡婦（夫）控除のみな

し適用 

婚姻によらずにひとり親と

なった方（税法上の寡婦（夫）

控除の対象外の方）に対して、

「寡婦（夫）控除のみなし適

用」を実施し、保育料を算定

します。 

継続して事業の推進に努め

ます。 

担当課 保育課 
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基本目標３ 保護者の子育てを支援する環境づくり 

 

 

 

◇施策の方向１ 子育て支援体制の充実 

○乳幼児を持つ子育て中の方が気軽に集まって仲間づくりをしたり、育児不安について相談で

きる地域子育て支援センターやつどいの広場などの整備・充実を図ります。 

○保護者が、就労や疾病、急用などにより保育ができない場合、安心して子どもを預けること

ができるよう通常の保育サービスの充実を図るとともに、夜間や休日、突発的な保育にも対

応できる体制を整備します。 

○保護者の生活に適した保育利用ができるよう、駅前に保育所の整備を行うとともに、市外の

保育所の利用支援を行います。 

○保育所・幼稚園に通う子どもが同じ水準の教育を受けられるよう、一貫した教育カリキュラ

ムの充実を図ります。 

○小学校に進学してからも保護者が安心して働けるよう、放課後に児童を預かる体制の拡充を

図ります。 

 

 

番号 事業名・担当課 事業内容 今後の方向性 

1 

地域子育て支援セン

ター事業 

 

子育て中の親子が気軽に立

ち寄り、子どもたちが安全に

楽しく遊びながら健全に成長

できる場を提供するととも

に、親同士が地域の中で子育

ての仲間づくりができるよう

支援します。 

 支援センターの利用の一層

の促進を図るため、事業の充

実及び施設の整備に努めま

す。 

また、公設支援センターの

土日の開所についても、ニー

ズの把握に努めます。 
担当課 子育て支援課 

2 

つどいの広場事業 

 

主に乳幼児を抱える子育て

中の親が気軽に集い、うちと

けた雰囲気の中で語り合うこ

とで、精神的な安心感をもた

らし、子育ての仲間づくりが

できるよう支援します。 

事業の推進に努めるととも

に、必要とするニーズに対応

できるよう関係機関の協力を

得て、支援の充実を図ります。 

担当課 子育て支援課 

3 

子育て支援ホームヘ

ルパー派遣事業 

出産直後（退院後３か月以

内）の母親のいる家庭で、家

族等から家事援助が受けられ

ない家庭に対し、ホームヘル

パーを派遣します。 

制度の周知に努め、利用の

促進を図るとともに、ニーズ

に対応した制度の拡大につい

て検討します。 

担当課 子育て支援課 
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番号 事業名・担当課 事業内容 今後の方向性 

4 

子どものショートス

テイ事業 

 

保護者の疾病、出産、仕事、

育児疲れなどにより家庭にお

ける乳幼児の養育が一時的に

困難となった場合に、当該乳

幼児を児童福祉施設等におい

て短期間（原則 7 日以内）預

かります。 

制度の周知を図り、利用の

促進を図ります。 

担当課 子育て支援課 

5 

休日保育事業 日曜・祝日に保護者の就労

等で保育に欠ける児童の保育

を行います。 

制度の周知を図り、利用の

促進に努めます。 

担当課 保育課 

6 

病児・病後児保育事業 

 

病気の進行期又は回復期に

あり、かつ当面症状の急変が

認められない場合や、病気の

回復期にあり、かつ集団生活

が困難な時期に、一時的に保

育を行います。 

病児保育は、平成 27 年度に

実施します。 

病後児保育は、引き続き事

業を実施します。 

担当課 保育課 

7 

一時預かり事業 

 

保護者の急病や断続的就

労、育児疲れ解消のため、緊

急一時的に家庭で保育ができ

ない児童の保育を行います。 

制度の周知を図り、利用の

促進に努めます。 

担当課 保育課 

8 

延長保育事業 

 

保育認定を受けた子どもに

ついて、認定を受けた保育時

間を超えた場合に延長保育を

行います。 

制度の周知を図り、利用の

促進に努めます。 

担当課 保育課 

9 

預かり保育事業 栗橋幼稚園にて、在園児を

対象に長期預かり保育（1 か

月単位）、短期預かり保育（1

日単位）を年間通して実施し

ます。 

子ども・子育て新制度と併

せて幼稚園の方向性を検討し

ます。 

担当課 学務課 

10 

保育所施設整備事業 施設の老朽化と多様な保育

ニーズに対応するため、財政

状況と今後の保育所運営のあ

り方も考慮した新たな保育所

整備計画を策定します。 

継続して事業の推進に努め

ます。 

担当課 保育課 

11 

「駅前保育所」整備事

業 

 

電車通勤をしている保育所

利用児童の保護者が増えてい

る状況があることから、保育

の需要が高い地域の駅周辺に

保育所を整備します。 

施設整備地及び整備方針を

決定し早期の整備を図りま

す。 

担当課 保育課 
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番号 事業名・担当課 事業内容 今後の方向性 

12 

市立保育所運営事業 

 

保護者の就労・疾病等によ

り、保育することが困難な就

学前の児童を、保護者にかわ

って保育し、子育てをしてい

る家庭を支援します。 

継続して事業の推進に努め

ます。 

担当課 保育課 

13 

私立保育所委託事業 

 

保護者の就労・疾病等によ

り、保育することが困難な就

学前の児童の保育を私立保育

所に委託し、児童数や定員数

に応じた運営費を負担しま

す。 

継続して事業の推進に努め

ます。 

担当課 保育課 

14 

管外保育所委託事業 保護者の勤務先の都合等で

市外の保育所への通所を希望

する場合、希望する市外の保

育所へ運営費を負担し、保育

を委託します。 

継続して事業の推進に努め

ます。 

担当課 保育課 

15 

保育所における乳児

保育（0歳児保育）事

業 

生後 2 か月以上の乳児につ

いて、乳児保育（0歳児保育）

を実施します。 

継続して事業の推進に努め

ます。 

担当課 保育課 

16 

広域的保育利用事業 自宅から遠距離にある保育

所でも通所を可能にするた

め、保護者にとって利便性の

良い駅前等にこども送迎セン

ターを設置し、バス等により

児童を送迎します。 

制度の周知を図り、利用の

促進に努めます。 

担当課 保育課 

17 

幼保一体化の促進 中央幼稚園と中央保育園分

園にて、幼稚園と保育所の一

貫した「カリキュラム」の充

実を図ります。 

子ども・子育て新制度と併

せて認定こども園への移行を

検討します。 
担当課 

保育課 

学務課 

18 

放課後児童健全育成

事業（放課後児童クラ

ブ） 

 

昼間保護者のいない家庭の

小学校児童の育成・指導に資

するため、児童の健全育成活

動を行う放課後児童クラブを

設置し児童の健全育成の向上

を図ります。 

継続して事業の推進に努め

ます。 

担当課 保育課 
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◇施策の方向２ 家庭の子育てを応援する体制強化 

○家庭教育が子どもの人格形成に重要な役割を担うことを親が認識し、子育てに関する知

識や技術を身に付けることができるよう、各種講座の開催や交流の場を設置するなど、

学習機会の提供を推進します。 

○絵本を通じて子どもの感受性を高めるとともに、親子の絆を深めることができるよう、

ブックスタートやおはなし会など、絵本の楽しさを実感できる機会を提供します。 

 

 

番号 事業名・担当課 事業内容 今後の方向性 

1 

育児教室 0・1歳児の母親を対象に、

保健師、看護師、栄養士など

がより良い育児の方法を支援

する教室を開催します。 

制度の周知を図り、利用の

促進を図ります。 

担当課 子育て支援課 

2 

ママのおしゃべりサ

ロン 

お母さん同士が集まり、子

育てという共通の話題の中

で、育児の不安や悩み、喜び

等を気軽におしゃべりし、情

報交換できる場を提供しま

す。 

制度の周知を図り、利用の

促進を図ります。 

担当課 子育て支援課 

3 

ママ・パパ教室事業 妊娠・出産・育児に必要な

知識や技術の普及を図り、産

後も交流できる仲間づくりを

するとともに、父親の育児に

対する意識の啓発を図りま

す。 

事業内容の充実に努めま

す。 

担当課 中央保健センター 

4 

離乳食のすすめ方教

室 

離乳食や育児に関する集団

指導を行います。 

事業内容の充実に努めま

す。 

担当課 中央保健センター 

5 

保護者の保育参加 保護者が幼稚園又は保育所

の保育に参加し、大勢の子ど

もと関わることによって楽し

さを共有したり、視野を広げ

る機会として子育てに役立て

てもらいます。 

保育参加の意義を知らせ、

家庭の子育てに繋がるような

機会となるよう進めます。 

担当課 
保育課 

学務課 

6 

親子ですすめるあい

さつ運動 

あいさつを通して親子のふ

れあいを深め、家庭や地域と

の連携を図ります。 

各学校の生徒指導推進委員

会を中心に各家庭でのあいさ

つを奨励します。 
担当課 指導課 
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番号 事業名・担当課 事業内容 今後の方向性 

7 

家庭教育学級 各家庭における子育てに関

する課題を解決するための学

習機会を提供します。もって、

子育ての悩みや親子の関わり

方等について仲間と共に話し

合える機会を提供します。 

多くのＰＴＡ、保護者会に

参加を頂くため、メニューの

紹介や運営協力を行います。 

担当課 生涯学習課 

8 

公民館事業 公民館事業を通して子ども

たちに各種の学習や体験の機

会を提供するとともに、親子

のふれあいや地域との交流を

深めます。 

地域や子ども達に求められ

ている事業を検討し、数多く

の親子が参加できるようにし

ます。 

担当課 中央公民館 

9 

ブックスタート事業 各保健センターで実施して

いる 4 か月児健康診査時にブ

ックスタートの意義と読み聞

かせの大切さを説明しなが

ら、図書館おすすめの絵本リ

ストと絵本が入ったブックス

タートパックを保護者と赤ち

ゃん一人ひとりに手渡しま

す。 

関係機関等と連携し事業を

継続、推進します。 

担当課 中央図書館 

10 

おやこおはなし会 0 歳～2 歳までの乳幼児と

保護者を対象に、乳幼児向け

のおすすめ絵本の読み聞かせ

や紹介を毎月第 1・3土曜日に

実施します。 

図書館ボランティアの協力

を得ながら、事業を継続、推

進します。 

担当課 中央図書館 

11 

ワクワクおはなし・わ

らべうたの会 

0 歳から参加できるおはな

し会です。絵本の読み聞かせ

や指あそび、わらべうたなど

を取り入れ、幅広い年齢層に

対応できる会を毎月第 2 土曜

日・第 4木曜日に実施します。 

図書館ボランティアの協力

を得ながら、事業を継続、推

進します。 

担当課 中央図書館 

12 

おはなし会 ストーリーテリングや絵本

の読み聞かせ、紙芝居等を通

じて幼児、児童のみならず大

人への読書への興味の喚起に

つなげ、図書館の利用の促進

を図ります。 

図書館ボランティアや関係

機関の協力を得ながら、事業

を継続、推進します。 

担当課 中央図書館 
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番号 事業名・担当課 事業内容 今後の方向性 

13 

おすすめ絵本リスト

の配布及びおひざに

だっこのおはなし会 

各保健センターで行われる

4 か月児健康診査時に実施し

ているブックスタート事業

で、おすすめ絵本リストの配

布とおはなし会を実施しま

す。 

図書館ボランティアの協力

を得ながら、事業を継続、推

進します。 

担当課 中央図書館 

 

 

  



84 

 

◇施策の方向３ 子育ての情報提供、相談体制の充実 

○保護者が必要とする教育・保育施設や地域子ども・子育て支援事業を利用することがで

きるよう、利用希望者からの相談に応じるとともに、必要な情報提供や助言等を行いま

す。 

○保護者が心にゆとりを持って子どもの心身の発達を見守り、生活習慣を身に付けさせる

ことができるよう、保護者への相談・指導体制の充実を図ります。 

○児童・生徒が自身のことなどに対する悩みについて、また、その保護者が学校生活や学

校教育などについて相談できる体制の充実を図ります。 

 

 

番号 事業名・担当課 事業内容 今後の方向性 

1 

利用者支援に関する

事業 

（子育て総合支援窓

口） 

幼稚園・保育所の担当窓口

を中心に、教育・保育事業等

の情報提供、相談等により利

用者支援を行うとともに、身

近な相談先である地域子育て

支援拠点施設と連携を図り、

総合的な支援を行います。 

関係する機関と連携を図

り、事業の推進に努めます。 

担当課 
子育て支援課 

保育課 

2 

子育て支援情報誌の

発行 

市の子育て支援情報をまと

めた情報誌を作成し、子育て

家庭への情報提供を行いま

す。 

わかりやすく、使いやすい

情報誌とするため、定期的に

見直すなど、内容の充実に努

めます。 

担当課 子育て支援課 

3 

子育て支援関連情報

の発信 

子育て中の保護者に対して

子育て支援関連情報の積極的

な発信に努めます。 

子育て支援関連情報の発信

の推進に努めます。また、子

育て中の保護者にとって必要

な内容の情報発信、及び有効

な情報発信の手段について検

討します。 担当課 子育て支援課 

4 

子育て世帯家賃減額

制度の周知 

独立行政法人都市再生機構

が子育て世帯等を対象に実施

する、家賃減額制度の周知に

努めます。 

制度の周知を図り、利用の

促進に努めます。 

担当課 営繕課 
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番号 事業名・担当課 事業内容 今後の方向性 

5 

家庭児童相談室 家庭における児童養育機能

の低下や種々複雑な問題が発

生していることに対応し、人

間関係の健全化及び児童養育

の適正化等に向けて、相談に

応じ、必要な指導を行います。 

相談や指導を行うにあた

り、関係機関と連携し、継続

して事業の推進に努めます。 

担当課 子育て支援課 

6 

乳幼児健康相談事業 就学前の乳幼児を対象に、

身体計測、育児相談、栄養相

談を行います。 

相談体制の充実に努めま

す。 

担当課 中央保健センター 

7 

子育て支援施設での

子育て相談 

地域子育て支援センター、

つどいの広場、保育所、児童

館、児童センターで、子育て

に関する相談を行います。 

関係する機関と連携を図

り、継続して事業の推進に努

めます。 

担当課 
子育て支援課 

保育課 

8 

幼稚園での子育て相

談 

子育ての悩みや保護者との

連携の場として、相談の機会

を設けます。 

保護者の子育ての悩みを気

軽に相談できるような体制を

整えます。 

担当課 学務課 

9 

教育相談事業 学校の相談室において、教

育相談員が児童生徒・保護者

の悩みの相談に応じます。 

適応指導教室において、不

登校児童生徒・保護者へ支援

を行います。 

久喜市教育相談室の面接相

談において、学校生活や性

格・行動について等、保護者

の子どもたちに関する様々な

相談やことばの発達に関する

相談に応じます。 

各学校の教育相談体制のさ

らなる整備と適応指導教室等

関係機関との連携を深め、

個々の子どもへの支援の充実

を図ります。 

担当課 指導課 

10 

思春期保健相談体制

の充実 

学童期・思春期における心

の問題について、相談を行い

ます。 

より専門的な教育相談活動

を推進するために、医師や臨

床心理士等の専門的な知識を

もった講師を招き研修を実施

します。 
担当課 

中央保健センター 

指導課 

11 

人権相談・女性相談及

び女性の悩み相談事業 

日常生活におけるさまざま

な悩みごとや困りごとについ

て相談しやすい環境整備を進

めます。 

制度の周知を図り、利用の

促進に努めます。 

担当課 人権推進課 
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◇施策の方向４ 子育ての経済的負担の軽減 

○子育て家庭の経済的な負担を軽減するため、中学校卒業までの子どもの医療費の支給や

児童手当等の支給、保育料等の減額のほか公共交通運賃の割引などを行います。また、

多子世帯の経済的な負担を軽減するため、第 3 子以降を出産した場合に祝金を支給しま

す。 

 

 

番号 事業名・担当課 事業内容 今後の方向性 

1 

子ども医療費支給事

業 

子ども（通院・入院ともに

中学校卒業まで）が病気など

により医療機関で保険診療を

受けた場合、その医療費を支

給することにより、保護者の

経済的負担の軽減を図りま

す。 

制度の周知を図り、利用の

促進を図ります。 

担当課 子育て支援課 

2 

ひとり親家庭等医療

費支給事業 

18歳到達以後の最初の3月

31 日までの間にある児童を

養育しているひとり親家庭等

に対し、医療機関で保険診療

を受けた場合、その医療費の

一部を支給します。 

制度の周知を図り、利用の

促進を図ります。 

担当課 子育て支援課 

3 

児童手当給付事業 家庭における生活の安定に

寄与するとともに、次代の社

会を担う児童の健全な育成を

図るため、15歳到達以後の最

初の3月31日までの間にある

児童を養育している方に手当

を支給します。 

制度の周知を図り、利用の

促進を図ります。 

担当課 子育て支援課 

4 

児童扶養手当給付事

業 

離婚や死亡などによってひ

とり親となった家庭の児童等

の心身の健やかな成長を図る

ため手当を支給します。 

制度の周知を図り、利用の

促進を図ります。 

担当課 子育て支援課 
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番号 事業名・担当課 事業内容 今後の方向性 

5 

多子世帯の保育料軽

減 

教育標準時間認定（1 号認

定）：同一世帯から小学校 3

年までの範囲内に児童が 2 人

以上いる場合、上から 2 番目

の児童は基準額の 2 分の 1 の

額。3 人目以降は無料としま

す。 

保育認定（2 号及び 3 号認

定）：同一世帯から 2人以上の

未就学児童が同時に保育所等

に入所又は児童デイサービス

を利用している場合、上から

2 人目の児童は基準額の 2 分

の 1 の額、3 人目以降は無料

とします。 

継続して事業の推進に努め

ます。 

担当課 保育課 

6 

放課後児童クラブ保

育料の助成 

留守家庭就学児童の健全な

育成を図るため、生活保護世

帯・ひとり親家庭医療費受給

世帯・所得税非課税世帯に保

育料を助成します。 

継続して事業の推進に努め

ます。 

担当課 保育課 

7 

幼稚園就園奨励費補

助事業 

施設型給付を受けない幼稚

園に通園させている保護者に

対して、入園料及び保育料の

軽減負担を図るため、幼稚園

就園奨励費補助金を住民税の

課税状況に応じて交付するこ

とにより、幼児の就園を奨励

し、幼稚園教育の振興を図り

ます。 

制度の周知を図り、利用の

促進を図ります。 

担当課 学務課 

8 

小中学校要・準要保護

児童生徒就学援助事

業 

経済的理由によって、就学

困難と認められる児童及び生

徒の保護者に対して、学用品

費・修学旅行費・校外活動費

等の一部を援助します。 

制度の周知を図り、利用の

促進を図ります。 

担当課 学務課 

9 

公共交通の運賃割引

制度の設定 

久喜市市内循環バス及び久

喜市デマンド交通を利用する

にあたり、保護者 1 人に対し

小学生未満の方 1 人及び 1 歳

未満の乳児について、運賃を

無料とします。 

継続して、公共交通の運賃

割引を行います。 

担当課 生活安全課 
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番号 事業名・担当課 事業内容 今後の方向性 

10 

助産の実施 保健上必要があるにもかか

わらず、経済的理由により、

入院助産を受けられない妊産

婦を対象に、助産施設におい

て助産を実施します。 

継続して事業を推進しま

す。 

担当課 子育て支援課 

11 

出産育児一時金直接

支払制度 

久喜市国民健康保険の被保

険者が出産する場合、久喜市

国民健康保険が医療機関等に

出産育児一時金を直接支払う

ことで、出産費にかかる経済

的負担の軽減を図ります。 

制度の周知を図り、利用の

促進に努めます。 

担当課 国民健康保険課 

12 

すくすく出産祝金支

給事業 

市内に引き続き 1 年以上住

民登録があり、第 3 子以降の

子を出産した女性に対して出

産祝金を支給します。 

継続して事業を推進しま

す。 

担当課 子育て支援課 
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◇施策の方向５ 母子保健の充実 

○母親が健やかに妊娠期を過ごし、安心して出産期を迎え、その後も楽しみながら子育て

ができるよう、健康診査や訪問指導などの各種母子保健事業の充実を図ります。また妊

娠、出産、乳幼児期を通した継続的な親子の心と体の健康づくりを支援します。 

○子どもを、疾病の感染、まん延から予防するため、各種の予防接種の実施及び接種の勧

奨を進めます。 

 

 

番号 事業名・担当課 事業内容 今後の方向性 

1 

母子健康手帳の交付 母子の健康管理及び健康の

保持増進を図るため、妊娠の

届出をした妊婦に母子健康手

帳を交付します。 

保健指導が必要な妊婦の把

握及び適切な保健指導に努め

ます。 

担当課 中央保健センター 

2 

妊婦健康診査事業 

 

妊娠中の異常の早期発見及

び健康の保持増進を図るた

め、妊娠の届出をした妊婦に、

妊婦健康診査の受診券及び助

成券を交付します。 

継続して事業の推進に努め

ます。 

担当課 中央保健センター 

3 

不妊に関する相談支

援 

不妊に悩む方を対象に、相

談支援を行います。 

相談体制の充実に努めま

す。 

担当課 中央保健センター 

4 

リプロダクティブ・ヘ

ルス／ライツ10に関す

る啓発活動 

妊娠、出産その他の性と生

殖に関する事項について男女

の相互の意思が尊重され、生

涯にわたり男女が健康な生活

を営むことができるよう、啓

発活動を行います。 

今後も積極的に啓発活動を

推進します。 

担当課 人権推進課 

5 

母子訪問指導事業 

 

妊産婦・新生児・乳幼児及

びその保護者を対象に訪問

し、発育・発達・育児に関す

る相談を行います。 

母子の健康の保持増進、虐

待予防、育児支援体制の充実

に努めます。 

担当課 中央保健センター 

                                                   
10 リプロダクティブ・ヘルス／ライツ：「性と生殖に関する健康と権利」と訳される。1994 年カイロ

で開催された国際人口開発会議で提唱された概念で、女性が生涯にわたって、自らの身体と健康

について主体的に自己決定を図り、身体的、精神的、社会的に良好な状態を享受することと、そ

の権利のこと。 
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番号 事業名・担当課 事業内容 今後の方向性 

6 

乳幼児健康診査（4 か

月児、10か月児、1歳

6 か月児、3 歳児）の

実施 

乳幼児の発育発達の確認及

び異常の早期発見、保護者の

育児不安の軽減を図るため、

医師による診察、身体計測、

保健指導等を行います。 

事業内容の充実に努めま

す。 

担当課 中央保健センター 

7 

各種予防接種の実施 疾病の発生及びまん延を防

止するため、ＢＣＧ、麻しん・

風しん混合、三種混合､二種混

合、日本脳炎、不活化ポリオ、

四種混合、ヒブ、小児用肺炎

球菌、子宮頸がん予防、水痘

等の個別予防接種を実施しま

す。 

継続して事業の推進に努め

ます。 

担当課 中央保健センター 

8 

むし歯予防教室事業 幼児及び保護者を対象に、

歯科健診やブラッシング指

導、栄養指導等を行います。 

事業内容の充実に努めま

す。 

担当課 中央保健センター 

9 

母子愛育会の活動支

援・育成 

母子愛育会が地域で活発に

活動し、保健事業と連携を図

ることができるようにすると

ともに、母子愛育活動に必要

な知識や技術の習得ができる

よう支援します。 

活動の周知を図り、各事業

を円滑に行えるよう支援しま

す。 

担当課 中央保健センター 
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基本目標４ 社会全体で子育てを支援する環境づくり 

 

◇施策の方向１ 地域と協働で子どもの成長を見守るしくみづくり 

○地域における、子育て支援や青尐年健全育成に関わる団体等のネットワークを形成し、

きめ細かな子育て支援サービスや青尐年の育成が行われる環境を醸成します。 

○より多くの市民が子育て支援に携わることができるよう、子育て支援活動を行う人材の

育成を行うとともに、青尐年の健全育成に関わる団体等の活動を支援し、子育てをみん

なで支えるまちづくりを進めます。 

○尐年非行等の問題を抱える児童への対応については、家庭、学校、地域、警察等が連携

し、地域ぐるみでの支援に取り組みます。 

 

 

番号 事業名・担当課 事業内容 今後の方向性 

1 

民生委員・児童委員、

主任児童委員活動 

民生委員・児童委員、主任

児童委員が子育てに関する相

談、支援等の活動を行います。 

継続して活動の推進に努め

ます。 

担当課 社会福祉課 

2 

子育て支援のネット

ワークづくり 

きめ細やかな子育て支援サ

ービスの効果的・効率的な提

供とサービスの質の向上をめ

ざし、行政の関係部署、子育

て支援を行う地域活動団体、

民間事業者なども含めた地域

における子育て支援のネット

ワークづくりを進めます。 

継続して事業の推進に努め

ます。 

担当課 子育て支援課 

3 

ファミリー・サポー

ト・センター事業 

 

育児の援助を行いたい人

と、育児の援助を受けたい人

が会員として登録し、子育て

に関する有償の相互援助活動

を行い、仕事と育児の両立支

援を図ります。 

制度の周知を図り、利用の

促進に努めるとともに、会員

相互の資質向上を図り、事業

の充実に努めます。 

担当課 子育て支援課 
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番号 事業名・担当課 事業内容 今後の方向性 

4 

地域子育て応援事業 経験や知識を持った地域の

方々（高齢者等）に、子育て

の担い手として活躍していた

だけるよう、子育てに関する

講演会や多世代ふれあい交流

事業を行います。 

実施に向けて関係所属所と

調整を行います。 

担当課 子育て支援課 

5 

青尐年育成久喜市民

会議の支援・育成 

広く市民の総意を結集し、

次代を担う青尐年の健全な育

成を推進することを目的に、

各青尐年関係団体、青尐年の

育成指導者によって組織され

た、青尐年育成久喜市民会議

の活動を支援します。 

引き続き青尐年育成団体を

支援します。 

担当課 生活安全課 

6 

青尐年の集い・サマー

キャンプの支援 

野外活動を通して、集団活

動をする中でお互いの理解を

得、仲間づくりを図ることを

目的とした活動を支援しま

す。 

引き続き活動を支援しま

す。 

担当課 生活安全課 

7 

久喜市青尐年相談員

協議会の支援・育成 

子どもとふれあいながら、

青尐年の健全育成活動を行

う、青尐年相談員の活動を支

援します。 

引き続き活動を支援しま

す。 

担当課 生活安全課 

8 

久喜市社会を明るく

する運動 

犯罪のない明るい社会を築

くため設置された久喜市社会

を明るくする運動実施委員会

の活動を支援して、運動の促

進に努めます。 

引き続き活動を支援しま

す。 

担当課 生活安全課 

9 

久喜市青尐年団体連

絡協議会の支援・育成 

青尐年を健全育成する団体

間の連絡・提携を促進するこ

とによって、より効果的な青

尐年健全育成を図るため、久

喜市青尐年団体連絡協議会の

活動を支援します。 

引き続き活動を支援しま

す。 

担当課 生活安全課 
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番号 事業名・担当課 事業内容 今後の方向性 

10 

放課後子ども教室推

進事業（ゆうゆうプラ

ザ） 

すべての子どもを対象とし

て、放課後や週末等に小学校

の余裕教室等を活用し、安

全・安心な子どもの活動拠点

（居場所）を設け、地域の方々

の参画を得て、子どもたちに

勉強やスポ－ツ・文化芸術活

動、地域住民との交流活動等

の機会を提供することによ

り、子どもたちが地域社会の

中で、心豊かで健やかに育ま

れる環境づくりを推進しま

す。 

全小学校での開催を目標と

し、未実施校について開校に

向けて調整します。 

担当課 生涯学習課 

11 

パパ・ママ応援ショッ

プ事業 

中学生までの子ども、又は

妊娠中の方のいる家庭を対象

に、協賛店舗等で商品割引な

どの優待が受けられるパパ・

ママ応援ショップカードを配

布します。 

継続して事業の推進に努め

ます。 

担当課 子育て支援課 

12 

埼玉県青尐年健全育

成条例普及啓発活動 

青尐年育成推進員による書

店やコンビニエンスストア、

カラオケボックス等に対す

る、非行防止パトロール活動

を支援します。 

引き続き活動を支援しま

す。 

担当課 生活安全課 
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◇施策の方向２ ワーク・ライフ・バランスの推進 

○仕事と生活の適正なバランスや、育児休業・介護休業の取得が積極的に行われるよう、

企業や市民に対して制度や考え方について啓発を行います。 

○仕事・家事・子育てについて、性的な役割分担にとらわれず、両者が協力し合いながら

家庭を築いていけるよう、男女共同参画の意識づくりを推進します。 

○父親が育児の知識や技術を身につけられるような機会を積極的に提供していきます。 

○結婚や出産を機に退職した女性などが、再び就職したり働き始められるよう支援を行い

ます。 

 

 

番号 事業名・担当課 事業内容 今後の方向性 

1 

「仕事と生活の調和」

の啓発 

企業や市民に対して、「仕事

と生活の調和（ワーク・ライ

フ・バランス）」の啓発に努め

ます。 

継続して事業の推進に努め

ます。 

担当課 
人権推進課 

子育て支援課 

2 

育児休業及び介護休

暇制度等の普及と活

用促進 

仕事と子育ての両立を支援

するため、育児休業制度及び

介護休暇等の周知と普及を行

います。 

今後も積極的に啓発活動を

推進します。 

担当課 人権推進課 

3 

事業所を対象とした

男女共同参画アンケ

ート 

事業所での女性の能力活用

や仕事と家庭の両立支援に関

するアンケートを実施しま

す。 

継続して事業の推進に努め

ます。また、収集したデータ

の分析を進めます。 

担当課 人権推進課 

4 

男女共同参画講座 男女平等意識や男女共同参

画意識を育むような各種講

座・講演会を開催します。 

今後も積極的に啓発活動を

推進します。 

担当課 人権推進課 

5 

情報紙発行 男女共同参画に関する情報

提供を行うため、情報紙を発

行します。 

今後も毎年発行し、周知に

努めます。 

担当課 人権推進課 

6 

啓発冊子発行 男女共同参画に関する情報

提供の一環として、啓発冊子

を発行します。 

啓発冊子作成のためのデー

タ収集及び分析を行います。 

担当課 人権推進課 
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番号 事業名・担当課 事業内容 今後の方向性 

7 

男女共同参画人材リ

スト 

市の審議会等への女性委員

の登用促進と、市民や団体の

方に能力・技術の提供を図る

ため、男女共同参画人材リス

トを作成します。 

制度の周知を図り、利用の

促進に努めます。 

担当課 人権推進課 

8 

子どもの視点や男女

共同参画の視点に立

った公共施設の整備 

子育て家庭の社会活動を支

援するため、市が設置し又は

管理する公共施設等を、子ど

もや男女共同参画の視点から

整備・充実を図ります。 

継続して事業の推進に努め

ます。 

担当課 
人権推進課 

子育て支援課 

9 

性に関する教育活動

の推進  

性に関する情報を適切な時

期に提供できるよう、各種パン

フレットの配布を行うなど、性

に関する教育活動を行う。 

 継続して事業の推進に努め

ます。 

担当課 人権推進課 

10 

お父さんといっしょ リズム遊びなどを通して、

お父さんが子どもとのふれあ

いを楽しみ、子育てに関心を

持ち参加できるよう実施しま

す。 

継続して事業を推進しま

す。 

担当課 子育て支援課 

11 

男性に対する啓発推

進 

男性が参加しやすいテーマ

や時間帯に配慮した講座の開

催や男性向け啓発パンフレッ

トの作成などの取り組みを進

めます。 

今後も積極的に啓発活動を

推進します。 

担当課 人権推進課 

12 

父子健康手帳の交付 出産前の早い時期から、父

親の子育て参加の促進を図る

ことを目的に、母子健康手帳

交付者のうち、初妊婦の配偶

者を対象に、「父子健康手帳」

を交付します。 

手帳の活用を勧め、父親の

子育て参加の促進を図りま

す。 

担当課 中央保健センター 

13 

女性の再就職支援事

業 

再就職を希望する女性を支

援するため、講座開催やＷｉ

ｔｈ Ｙｏｕさいたま等で開

催される講座等について、市

のホームページによる周知や

市内公共施設にチラシを配架

するなどして周知を図り、再

就職支援事業を行います。 

制度の周知を図り、利用の

促進に努めます。 

担当課 人権推進課 
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番号 事業名・担当課 事業内容 今後の方向性 

14 

女性の起業支援事業  女性の起業を支援するた

め、関係機関の支援事業や支

援実施機関の情報提供を行い

ます。 

制度の周知を図り、利用の

促進に努めます。 

担当課 
人権推進課 

商工観光課 

15 

就業相談の活用促進 内職相談及び久喜市ふるさ

とハローワークの積極的な活

用を促進し、就業機会の確保

に努めます。 

内職募集事業所への周知及

びふるさとハローワークとの

連携を引き続き行います。 

担当課 商工観光課 
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基本目標５ 子どもの安全・安心を見守る環境づくり 

 

◇施策の方向１ 子どもが安心して過ごせる環境づくり 

○子どもが安心して地域の中で過ごすことができるよう、居場所となる場の拡充を図ると

ともに、地域の協力を得ながら、子どもを温かく見守る地域づくりを進めます。また、

学校に防犯カメラを設置することで、子どもの安全を確保します。 

 

 

番号 事業名・担当課 事業内容 今後の方向性 

1 

「こどもレディース

110 番の家」設置 

地域ぐるみで子どもや女性

の安全を確保するため、通学

時等に体調が悪くなったり不

審者に追いかけられたりした

場合に緊急に避難できる家

「こどもレディース 110 番の

家」を区長、学校長等の推薦

により、設置します。 

設置は随時受け付けてお

り、今後も、区長会議等を通

じて地域で引き受けていただ

ける方を募集します。 

担当課 生活安全課 

2 

快適な住環境の整備 道路や公園等が十分整った

快適な住環境を整備するた

め、地区の特性に応じた地区

計画制度等の手法を用いて、

住宅地の質的な向上を図りま

す。 

継続して事業の推進に努め

ます。 

担当課 都市計画課 

3 

公園、児童遊園の整備 子どもや子ども連れの人た

ちが安心してくつろげる憩い

の場を提供するなど、住環境

の向上に努めます。 

地元との調整を図り、公園

施設等の整備促進に努めま

す。 

担当課 都市整備課 

4 

防犯カメラ設置事業 小中学校の更なる安全・安

心な教育環境を構築するた

め、24時間、学校を見守るこ

とができる防犯カメラを順次

設置します。 

各小中学校と協議し、順次、

設置します。 

担当課 学務課 

5 

スクールガード事業

（児童の登下校時の

見守り） 

県から委嘱されたスクール

ガード・リーダーが、児童の

登下校時の安全確保のために

見守りを実施します。 

継続して事業の推進に努め

ます。 

担当課 指導課 
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◇施策の方向２ 安心して外出できる環境づくり 

○子ども連れでも安心して、積極的に外出することができるよう、公共施設や歩道のバリ

アフリー化など、子育て家庭が外出しやすい環境の整備に努めます。 

○子どもや子ども連れの親子が交通事故に遭うことがないよう、交通安全に対する教育を

推進します。また、交通安全施設を整備することにより、交通事故の発生予防に努めま

す。 

 

 

番号 事業名・担当課 事業内容 今後の方向性 

1 

「赤ちゃんの駅」設置 市内の公共施設や事業所

に、オムツ交換や授乳をでき

る場所を設けて、地域ぐるみ

で子育てを応援します。 

継続して事業の推進に努め

ます。 

担当課 子育て支援課 

2 

イベント会場におけ

る子育て支援設備等

の整備 

市等が実施する各種イベン

ト会場へ子ども連れの家族が

必要とする設備等を設置、充

実させることで、来場した子

育て家庭の負担を軽減しま

す。 

実施に向けて関係所属所と

調整を行います。 

担当課 子育て支援課 

3 

公共施設における子

育て支援設備等の整

備 

公共施設に子ども連れの家

族が必要とする設備等を設

置、充実させることで、子育

て家庭の外出時の負担軽減を

図るとともに、安全で快適な

公共施設の環境整備に努めま

す。 

実施に向けて関係所属所と

調整を行います。 

担当課 子育て支援課 

4 

公共建築物の整備 だれもが利用しやすい施設

になるよう配慮した設計を行

います。 

継続して事業の推進に努め

ます。 

担当課 営繕課 

5 

歩道のバリアフリー

化の推進 

 歩道の整備にあたっては、

路面の段差を解消し、バリア

フリー化を推進します。 

継続して事業の推進に努め

ます。 

担当課 
道路河川課 

都市整備課 

6 

東鷲宮駅周辺整備事

業 

ＪＲ東鷲宮駅の東西をつな

ぐ連絡地下道をバリアフリー

化し、併せて同駅駅前広場の

整備を図ります。 

関係機関と協議し、早期の

実施に努めます。 

担当課 都市整備課 



99 

 

番号 事業名・担当課 事業内容 今後の方向性 

7 

交通安全環境の整備 快適な道路空間を創出する

ため、道路照明灯等の交通安

全施設の整備及び維持管理を

行います。 

継続して事業の推進に努め

ます。 

担当課 道路河川課 

8 

交通安全思想の普及 幼児及び児童に対する交通

安全教育を通し、交通安全の

決まりを理解させ、進んで決

まりを守り、安全に行動でき

る習慣や態度を身につけさせ

るため、幼稚園、保育所、学

校との連携、協力を図りなが

ら、未来の交通社会人の育成

に努めます。 

交通安全思想の普及を推進

します。 

担当課 生活安全課 

9 

交通安全教室の実施

（小中学校） 

児童生徒に対する交通安全

教室を実施し、交通安全への

理解を深めます。実施にあた

っては、警察、交通安全協会、

小中学校と連携、協力します。 

毎年度、近々に発生した事

故等の事例を交えながら、継

続して実施します。 

担当課 生活安全課 

10 

道路交通環境の整備 カーブミラーや道路照明灯

等の交通安全施設の整備及び

維持管理の充実に努めます。 

また、交通事故防止のため、

放置自転車対策を推進しま

す。 

道路交通環境の整備を推進

します。 

担当課 
生活安全課 

道路河川課 

11 

被害者救済対策の充

実 

交通事故被害者の経済的な

負担を軽減するため、交通災

害共済への加入を促進すると

ともに、交通事故に関する

様々な問題に対応するため、

交通事故相談業務の充実や活

用促進に努めます。 

被害者救済対策の充実に努

めます。 

担当課 生活安全課 
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第６章 計画の推進体制 

 

 

１ 進捗状況の点検・公表 

 

計画を着実に推進するためには、計画を立案し（Ｐｌａｎ）、実践する（Ｄｏ）するだ

けでなく、設定した目標達成や計画策定後も適切に評価（Ｃｈｅｃｋ）し、改善（Ａｃｔ）

が行えるよう、循環型のマネジメントサイクル（ＰＤＣＡサイクル）に基づき、これらの

管理・評価を一連のつながりの中で実施することが重要です。 

そのため、本計画の進行管理にあたっては、年度ごとに進捗状況を把握した上で、施策

の充実や見直しについての協議を行い、計画の円滑な推進に努めます。 

また、計画の進捗状況の管理・評価を行う組織として、「久喜市児童福祉審議会」に報

告し、計画に基づく施策が適切に実施されているかを点検・評価を行うとともに、審議結

果を市ホームページを通じて公表します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【計画】 

ＰＬＡＮ 

【実践】 

ＤＯ 

【評価】 

ＣＨＥＣＫ 

【改善】 

ＡＣＴ 

・計画の進捗状況を評価 

・進捗状況を児童福祉審議会へ報告 

・児童福祉審議会の検討結果等を踏
まえ、改善策を次年度以降、又は、
次期計画へ反映 
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（参考資料を記載予定） 

・審議の経過 

・審議会委員名簿 など 

 


